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政治経済学部 自己点検・評価報告書 

１－１ 理念・目的  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（理念・目的等）  

○ 大学・学部・大

学院研究科等の

理念・目的・教育

目標とそれに伴う

人材養成等の目

的の適切性  

 

・現状 

 本学部の歴史は，明治 37 年に創設された「政学部」を

その前身とし，大正 14 年，現在の政治経済学部が誕生し

た。その創設の頃から学部の基本理念として主張されてき

たことは，政治と経済との密接・不可分の関係性を基礎

に，政治学と経済学という２つの学問領域を包摂すること

の意義，さらには政治学と経済学とを両輪とする「市民社

会の学」を目指して本学部が設置されたことの意義であっ

た。 

 本学部はまた，その長い歴史のなかで政治・経済・社

会・文化に関する幅広い知識を教授することを通して「教

養豊かな専門人」の育成を目指してきた。もちろん、その

目的は，専門人を促成栽培するように育成することではな

く，大学を卒業し社会に出たあとに「教養豊かな専門人」と

して活躍してもらうための土台作りを学部教育で行うという

ことである。それは言葉を換えて言えば，現代社会の基本

的な仕組みを理解し時代の大きな方向性を読みとる力量

を身につけること，さらには歴史的所産としての社会的現

実から未来を洞察し，それを踏まえて具体的方策を構想

できる，そうした力量を身につけていくということである。こ

のことはまた，建学理念を現代化したものとしての「強い個

をつくる」ことにも通じている。 

さらに，本学部は戦後早くからカリキュラム再編に取り組

むとともに，政治学・経済学に加えて社会学系・人文科学

系科目の充実を図ってきた。また 2002 年には地域行政

学科を新設し，地域の創造・発展に寄与できる有為な人

材の育成に努めてきた。本学部の教育理念は明治大学

の建学の理念を継承し，さらに本学部独立時に示された

固有の学問的理念を柱とした人間の育成にある。つまり，

「教養豊かな専門人」を育成し，政治学と経済学を両輪と

した「市民社会の学」の確立を目指すなかで，多くの優秀

な人材を世に送り出すことである。 

 「市民社会の学」という学部の理念を時代の要請に応

える形でさらに発展させるために以下の特徴をもつ新カリ

キュラムを 2008 年度より導入した。 

（１）問題解決能力育成のためのゼミナール教育重視を

柱にゼミナールによる履修指導体制を採る一方、コースを

カリキュラムの履修システムとする、４コース12科目パッケ

ージからなる「ゼミ指導型コース制」を導入。 

 （２）加えて上記導入に伴い各学科の導入教育を目的と

する「研究総合講座」を設置。さらに１，２年次の基本科目

に対応する基本演習を設置。 

 （３）各種「育成プログラム」の検討委員会を設置する。 

以上のほかにも３，４年次の健康と運動の充実のために

健康・運動科目の再編成をする。 

 

・問題点 

・問題点に対する改善方策  
●「早期卒業制度」の導入

については以下の理由により

見送ることとした（2009 年 3

月 14 日教授会決定）。 

（１）現行制度でも学部およ

び大学院在籍期間 5 年による

卒業を目指すことができる。 

（２）新カリキュラムの理念か

らしても学部では３・４年生の２

年間を卒業論文作成指導の

時間としたい 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

大学院博士前期課程への飛び級制をさらに一層充実

させるために早期卒業制度を導入するなどの諸点につい

ては今後の検討課題とした。 

 

・現状 

本学部では多様な期待･要望に応えるべく，３学科(政

治学科・経済学科・地域行政学科)の学問分野の特性を

考慮しつつ，以下のようなバラエティに富んだ講義・講座

等を設置し，学生たちに良質で特色ある授業を提供して

いる。 

 (1)政治･経済・社会･文化を軸としたコース制（2004年度

より６コース）を採用し，学科の垣根を越えた履修を可能に

するカリキュラムを編成しその充実を図っている。2008年

度施行の新カリキュラムでは「政治学・社会学総合コース」

「経済学・経済政策総合コース」「地域行政総合コース」「

国際文化総合コース」の４コースが設置され、その下に12

の「科目パッケージ」が置かれ、カリキュラムの履修システ

ムとして利用されることになる。 

 (2)「特殊講義」では，大学院（政治経済学研究科）カリキ

ュラムとの連携を視野に入れた，より専門性の高いあるい

は時代のニーズに適ったテーマでの講義を展開している

。加えて2008年度からの新カリキュラムでは、１年生から４

年生までを対象に「政治学」「社会学」「マスコミュニケーシ

ョン」「経済学」「経済政策」「地域行政」「国際文化」の特殊

講義を新たに盛り込み一層の充実を図っている。 

 (3)１年生を対象に「研究総合講座」が、３・４年生には「

総合講座」が配置されているが，前者は各学科の導入教

育を目的としており，後者は学部専任教員がコーディネー

ターになって，学内外の第一線で活躍している学識者・経

済人・政治家等を講師として招き，オムニバス形式の講義

を行い，扱うテーマもその時代の先端をいくような内容とな

っている。たとえば，地域行政学科では地域研究の一環と

して，地方自治体の首長，ＮＰＯ・ＮＧＯなどのリーダーを

招聘し，より実践的な連続講座を実施している。 

 (4)本学部に設置されている「総合政策研究所」を中心と

して，国家･地方公務員，ジャーナリストの養成，指導を行

っている。さらに2008年度カリキュラムから、公務員養成、

ジャーナリスト育成が国際交流（「留学促進プログラム」）の

各講座とともに「育成プログラム」として、カリキュラムの中

に有機的に組み込まれることになった。 

 (5)本学部を基盤として，大学院（政治経済学研究科）で

はＪＩＣＡと連携した海外留学生教育プログラム（博士前期

課程の院生対象）が途上国を対象に実施されている。 

 ・問題点 

「特殊講義」の内容の充実と多様化について一層の検討

が必要である。 

 

 

 

 

●これら「特殊講義」のうち

3・4 年次配当の一部について

は 2009 年度より前倒しで開

講することにし、その際本大学

院を出てドクター号をもつポス

ドクの担当も可とした（2008 年

10 月 28 日教授会決定）。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 大学・学部・大

学院研究科等の

理念・目的・教育

目標等の周知の

方法とその有効

性 

・現状 

受験生には『学部ガイド』誌上で，在学生には『学部シラ

バス』『学部便覧』誌上で，それぞれ各種情報を公表して

いる。また，学部ホームページ上で随時，情報の公開を行

っているほか，『明治大学百年史』『政経学部百年史』など

を学生の閲覧に供している。なお，本学部教員指導のも

と，学部生編集による『政経の歩き方』を 2006 年以降毎

年刊行し，新入生に対する学部マニュアル本として好評

を得ている。このほか，４月には新入生の父母を対象に説

明会、講演会、キャンパスツアーを、後期には在学生の父

母および受験生を対象に公開授業を、さらに学部案内等

を含むオープンキャンパスを実施し，広く学部情報を周知

している。 

 

・長所 

さらに学部の情報媒体として『政経フォーラム』を発行し

学部教育の普及と検証を図っている。『学部ガイド』の内

容，学部ホームページの更新など常に最新の情報を提供

できる態勢を採っている。 

 

（理念・目的等の検

証）  

・  大学・学部・大学

院研究科等の理

念・目的・教育目

標を検証する仕

組みの導入状況  

・現状 

 本学部の理念･目的・教育目標の検証は不断に行って

いる。その中心となるのが学部の役職者会議であり，新カ

リキュラム構想委員会，入試調査改善委員会，入試制度

委員会，インターンシップ委員会など，学部運営に重要な

役割を担っている各種委員会にさまざまな審議事項を諮

問し，それらの答申を受けて役職者会議で改善策を策定

し，教授会での審議・決定を行っている。 

 また，本学部では毎年「教育・研究に関する長期・中期

計画書」が役職会を中心に作成（最終的には教授会で審

議・承認）されており，この冒頭で「学部の使命・目的・教

育目標と今後の展望」が記されている。その記述内容は，

短期的に見れば大きく変わることはないものの，長期的に

はやはり時代の趨勢に合わせて調整されてきており，そう

した過程を通して本学部の伝統や理念は検証され現代化

され続けている。この検証・調整過程に大きく関わるのが

上述した各種会議体である。また，学部ガイド等で外部に

公表される本学部の基本的理念や使命は，この毎年作ら

れる「教育・研究に関する長期・中期計画書」の記述が典

拠として利用されている。 

・長所 
 上記各種委員会は役職者会議からの諮問を受けて，

随時，当該課題について審議し，答申をしている。役職

者会議と委員会の連携は十分に行っており，現状の検証

と改革についての大きな柱となっている。当面は，こうした

委員会方式を維持しながら，問題の整理を行っていく。 
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１－２ 理念・目的に基づいた特色ある取組み  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

理念・目的に基づいた

特色ある取組み 
・現状 

 多様な期待･要望に応えるべく，３学科（政治学科・経済

学科・地域行政学科）の学問分野の特性を考慮しつつ，

バラエティに富んだ多様な講義・講座等を設置し，学生

たちに良質で特色ある授業を提供している。なかでも

2004 年度からは文部科学省の「特色ある大学教育支援

プログラム」に本学のＯｈ－ｏ!Ｍｅｉｊｉシステムを基盤とした

教育支援の試みが採択され，このシステムの導入によっ

て教材の授業前配布，復習，レポートの授受などが可能

となり，教育効果が飛躍的に増した。さらに政経学部独自

の取り組みとして，机上ではない“使える”英語能力の獲

得をめざした「英語実践力養成プログラム（ＡＣＥ）」の拡

充，１年から４年まで毎年，TOEIC の受験を実施，リバテ

ィアカデミー講座・学部教育振興プロジェクト講座の受

講，ジョブ・インターンシップ（企業実習）など社会適応能

力強化プログラムを実施している。 

 

・長所 

学生の期待と要望に迅速に対応できる態勢を整え日々

改善に努めている。

 

 

２ 教育研究組織  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 当該大学の学

部・学科・大学院

研究科・研究所

などの組織構成

と理念・目的等と

の関連  

 

・現状 

 本学部は，政治学科・経済学科・地域行政学科からなり

，博士前期課程および博士後期課程からなる政治経済学

研究科には，政治学専攻および経済学専攻をおいている

。 

 これまで，戦後早くからカリキュラム再編に取り組むととも

に，政治学・経済学に加えて社会学系・人文科学系科目

の充実を図ってきた。さらに2002年には地域行政学科を

新設し，地方に根付いた有為な人材の育成に努めてきた

。本学部では，2004年度に全日制学部（７講時）への移行

にともない，全ての科目（既存の二部設置科目とゼミナー

ルを除く）を半期で終了する半期履修制によって集中的な

学習を図るという，新たな制度をスタートさせた。なお2007

年度には二部（政治学科・経済学科）は一部を除き在籍

原級者のみとなったが、二部学生の不利益にならないよう

可能な限り、必要な二部科目を６・７講時に設置するととも

に昼間授業帯科目履修単位の制限を取り外すなど、当該

学生の履修機会の拡充、単位取得の簡易化をさらに図っ

た。また、予想される復学、再入学者に対しても７講時制

●制度変更に伴う適切な学習指

導についてはそのための委員会

を立ち上げ検討中である。教員の

拡充計画を策定し適切な教員人

事を行う。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

の下での履修を徹底させる指導を行った。 

2007年度以降，基本的に全日制学部（７講時制）・半期

履修制度がすべての学年で始まるため，学生も自らの学

習計画を策定し，それにあわせた履修登録が可能となる。

それと同時に，設置科目も原則として半期履修制となるの

で，集中的な受講も可能となり，卒業時期（３・９月）の選択

も従来以上に柔軟なものとなる。大学全体の条件が整えら

れれば，将来的には９月入学も可能となろう。こうした状況

は，時代の要請に応えるべく，さまざまな教育改革が動き

出したことを意味している。2008年度は新カリキュラムの導

入に伴いカリキュラム上，新旧の制度が並存するため，こう

した過渡的状況への適切な対応（学生に不利にならない

ような）が必要となる。 

 研究体制については，学部併設の「総合政策研究所」を

拠点とする《地域産業研究室》《ＮＰＯ研究室》の２研究室

が，すでに学部理念をもとにした研究活動を展開している

。ＪＩＣＡとの連携による途上国向け教育プログラムの研究

も大学院（政治経済学研究科及びガバナンス研究科）と

の連携を持ちながら進行している。さらに政治経済学部創

立100周年募金事業を基盤とする複数の研究プロジェクト

が政治経済学部教員の参加を得て進行中である。 

 

・問題点 

 上述のように制度切り替えの時期であるので，やむを得

ないという側面があるのも事実だが，教員の授業負担が増

大してきている。研究時間への影響も無視できない。 

制度変更に伴う学生へのより肌理の細かい指導が必要

である。 

大学として，特定研究に取り組む教員に対して研究期

間中，教育業務から解放するような制度を早急に確立す

る必要がある 

・ 当該大学の教育

研究組織の妥当

性を検証する仕

組みの導入状況 

・現状 

 学部の教育研究組織を含めた教育研究活動全般に関

しては，常設のカリキュラム検討委員会が，その妥当性を

検証する役割を担っている。また，2008年度のセメスター

制完全実施を見据えたあらたな構想を検討する新カリキュ

ラム構想委員会でも，学部の将来像という観点から，現状

の教育研究組織の妥当性が検討された。 

 これらの委員会の活動状況は，中間報告として節目ごと

に教授会に報告されている。これにより教員全員が教育

研究組織としての学部の現状に共通認識を持つことにな

り，学部の研究と教育の充実に関する合意形成に役立っ

ている。 

 1998年度から学部執行部と大学院政治経済学研究科

  新カリキュラムの実施状況の把

握と検証について、役職者会が十

分に問題の所在を把握し各学科

や常設のカリキュラム検討委員会

等の各種委員会での審議の調整

を図る必要がある。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

執行部間で定例会を開催し、諸懸案事項について協議・

検討を行っている。すでに一定条件を満たした学部４年

生が大学院設置科目を受講できる制度をスタートさせ、20

05年度からは大学院生が学部設置授業を受講できる制

度もスタートした。また2006年度より地域行政学科の学生

を対象として、一定の条件を満たしたものをガバナンス研

究科へ内部推薦することが実施された。本学部と政治経

済研究科に配置されているカリキュラムの一層の連携を図

ることが必要である。 

 

・問題点 
 新カリキュラムの導入に伴い実施状況の把握と検証を含

め，上記委員会での審議・検討の必要な事項が多くなるこ

とが予想される。各学科、役職者会、各種委員会との連携

が一層必要となる。 

 

３ 教育内容・方法等  

（１）学士課程の教育内容・方法  

①教育課程等   

学部・学科等の教育課程に関する目標 

 本学部では，政治・経済的事象を中心にしつつ，社会諸現象の総合的＝体系的研究及びその教授を使命としてい

る。これに教養教育的な基礎教育を加えて，「教養豊かな専門人の育成」を行うことが，本学部の基本的な教育目標で

ある。さらに，2002 年度に開設された地域行政学科においては，今日的課題に対処できる人材の養成を目的とした，

より実学的な教育理念が付加された。  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 教育目標を実

現するための学士

課程としての教育

課程の体系性（大

学設置基準第 19

条第１項）  

 

・現状 

 本学部では，政治・経済的事象を中心に置きつつ，広く社

会諸現象の総合的＝体系的諸研究及びその教授を教育課

程の根幹に置いている。それを踏まえて教養教育的な基礎

教育として「教養豊かな専門人の育成」に努めることを本学

部の基本的な教育目標としてきた。2002年に本学部第３番

目の学科としてスタートした地域行政学科は，このような本

学部の基本理念をさらに充実させることを目的として開設さ

れたものであり，今日的課題に対処できる人材養成を目指

してより実学的な教育を実践している。これら一連の活動を

通じて，学校教育法第52条及び大学設置基準第19条の要

請に十分応えてきている。 

 本学部は2004年度に二部学生（政治学科・経済学科）の

募集を停止し，授業時間帯を月曜日から土曜日まで１日７

講時制とする全日制学部に移行した。それに伴い，二部入

学定員の一部を全日制学部への振り替えを行い，政治経済

 ・当面、各学科、各種委員

会で新カリキュラム実施に伴

う一層の具体化と充実が図ら

れている。 
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学部入学定員を1,070名（110名増）とする体制であらたなス

タートを切った。ただし，2006年度は二部に４年生が在籍し

ているため，６・７時間帯に二部授業の科目群を配置すると

ともに，１～５時間帯の科目を履修できるようにするなど，当

該学生たちへの履修上の利便性をはかった。2007年度も６・

７時間帯にできるかぎり授業科目を設置する等の措置を執

った。なお、2008年度以降は原則として二部科目は設置し

ないこととした（2007年９月25日教授会決定）。一方，2006年

度には駿河台校舎でも３年生が半期履修制のもとで授業を

受講することとなった。これにともない、従来通りの学年制で

受講する４年生（二部も含む）との間でこの１年間は、半期履

修制と学年制が並存する状態となった。だが2007年度以降

は政治経済学部在籍学生のすべてが半期履修制・７講時

制での履修・受講となり，2008年度からは完全セメスター制

となる。こうした状況に対応して，旧カリキュラムと新カリキュ

ラムに設置されている科目の読み替え，旧制度二部学生の

昼間時間帯（１～５時限）での履修を支障のない限り認める

などの移行措置を継続して実施してきている。 

改革努力を継続し，あらたな環境への適合を図るために

，2005年度から学部内に「新カリキュラム構想委員会」を立

ち上げ，それを中心にカリキュラム改革の検討を進めてきた

。その結果、2008年度よりゼミ指導型コース制を中心とした

新カリキュラムが施行されることになった。 

 なお，本学部では学費の中に含めて納入された実習料を

「学部教育振興費」と位置づけ，普段の教室での講義では

学ぶことのできない「キャリア教育・資格・スキル」などを身に

つけさせる学部教育振興プロジェクトを実施している。ＴＯＥＩ

Ｃ等各種検定試験やインターンシップ，就職セミナーなどに

より，学生は社会に出るための「足腰を鍛える」ことができる。

 

・問題点 

 このような本学部の特色のある教育理念，学問的・社会的

使命を実現し続けるためには，改革のための不断の努力が

必要である。 

○ 教育課程にお

ける基礎教育，倫

理性を培う教育の

位置づけ  

 

・現状 

 「教養豊かな専門人の育成」という本学部の教育目標から

して，教育課程における基礎教育の重要性は十分に認知さ

れている。とりたてて倫理性を培う教育という方針を掲げてい

るわけではないが，基礎教育の充実によってバランスのとれ

た人格の陶冶につとめていることは言うまでもない。したがっ

て１・２年生で履修する各科目は，それぞれが専門課程に進

むために必要な広い視野と体系的にさまざまな学問分野へ

の知的好奇心を駆り立てるように配置されている。また，か

ねてより基礎教育の修得に至らないと思われるスポーツ推

薦学生，社会人入学生，留学生に対しては，特別の英語ク

ラスを設置しきた。このほか，１・２年生を対象とした「教養演
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習」（演習A）は，専門課程への進級の前段としての，幅広い

学問体系の修得と，担当教員による専門性を生かした魅力

ある演習内容で履修学生の向学心と倫理性を促進している

。 

 教育課程における基礎教育の重要性は今後ますます高ま

ってくるものと思われる。そのためにも基礎教育のあり方に

ついて今後継続的にカリキュラム検討委員会等で検討して

いく必要がある。また，１・２年次設置の「教養演習」（演習A）

でも，基礎教育や倫理性を培う場として一層の充実をめざ

す。 

 

・長所 

 特別の英語クラスの設置に見られるように，個々の学生ニ

ーズに適合するきめ細かな対応を，ある程度実現してきてい

る。 

○ 「専攻に係る専

門の学芸」を教授

するための専門教

育的授業科目とそ

の学部・学科等の

理念・目的，学問

の体系性並びに学

校教育法第 83 条

との適合性  

 

・現状 

本学部の創設理念からして、政治学および経済学が本学

部のアイデンティティの機軸を形成する中心的な「専門」教

育といえる。ただし、政治学および経済学が包摂している学

問領域はかなり広闊であって、それを反映して本学部では、

政治学、行政学、社会学、経済学、歴史・思想・文化論、

等々、多様な「専門」領域を包括して、全体としての政治経

済学部の学問を構成している。 

そこで，政治学科・経済学科においては，学生の学問的

関心領域を段階的体系的に学修することに配慮して，本学

部の守備範囲とする学問領域を６つのコースに区分して，以

下のようなコース制カリキュラムを編成している。 

Ａ 現代政治学コース（政治学科） 

 現代政治を理解するのに必要な道具を系統的なつながり

の中で習得する。具体的には，選挙，政策形成，制度改革

，政治的決定といった現代政治の課題が山積みされており

，講義を通してこれらに向き合う。その際，現在進行中の政

治を題材とするため，新聞やニュースから多くの雑学を学ぶ

こと，さらにそれを抽象化し，系統立てて整理する。このよう

な訓練により，現に動いている政治の意味を理解し，制度の

意味を読み解けるようになる。本コース履修者はマスコミや

官庁をはじめ広く民間企業に進出し，学んだ知識を活用し

ていく。 

Ｂ 国際政治経済コース（政治学科・経済学科） 

 複雑な国際社会を分析対象とし，政治学や経済学の手法

を用いて理論的，歴史的，そして実証的に考察していく。複

数の角度から国際社会を眺めることができるような科目を配

置し，国際政治や国際経済全般の諸問題，アメリカやアジア

などの地域に関わる諸問題，各国間の政治的対立や貿易

摩擦，発展途上国の民主化と経済発展，グローバリゼーショ

ンなどのテーマを学ぶ。このコースは国際政治経済に関心

のある学生，将来「世界」に活躍の場を求める学生に最適で
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ある。 

Ｃ 財政・金融コース（経済学科） 

 金融政策，財政政策，金融・財政理論などをマクロ的視点

に加え，政府・地方自治体の財政制度・税制，金融制度，金

融規制などをミクロ的な視点から，日本及び世界の政治経

済情勢を分析，考察する。経済社会運営の基礎となる専門

的知識を総合的に身につけることができるコースである。 

Ｄ 総合経済政策コース（経済学科） 

 現代経済政策の原理的な研究を基礎として，関連諸分野

の経済問題と政策を研究する。雇用・失業・賃金に関わる労

働経済，女性の高学歴化・社会進出に伴う出生率の低下と

いった人口問題，高齢化社会の進展における福祉と社会保

障，さらには現実の経済家庭を駆動する産業組織論や地域

産業の分析，中小企業やＮＰＯ・協同セクターの活性化，こ

うした問題群を担う多様な科目を配置している。また経済課

程と自然過程の接点に発生する食糧問題や環境問題の解

明をめざす科目も配置している。このように広い視点から学

んだ総合経済政策の知識は実社会に出て分担するさまざ

な分野の仕事に活用できる。政策の立案とその効果の測定

・分析は政府や地方自治体の重要な任務であるが，民間企

業における企画立案や業務遂行の課程でもこのコースで学

ぶ基礎的な知識は強固な土台として大いに役立つ。 

Ｅ 現代社会学コース（政治学科・経済学科） 

 主に社会学，文化人類学，社会心理学，そしてマスコミュ

ニケーション研究の四つの学問領域を含んでいる。このコー

スは①研究の視野が広く，②社会調査やフィールドワークを

重視する，③未知の研究分野や未開拓の地域，新しい社会

現象の研究に有効という特色がある。政治経済を含む現代

社会の諸相を主体的に研究しようとする学生に最適である。

Ｆ 国際文化コース（政治学科・経済学科） 

 政治学あるいは経済学の知識を基礎に，一見政治経済と

は無関係に見えて実はそれらの背景となっている文化，芸

術，文学，思想，宗教などを学ぶことにより，異なった角度か

ら政治経済を見つめる複眼的な視野を習得し，物事を総合

的に見たり考えたりする能力を養う。これは，政治経済学部

の教育全般に本来備わっている要素であるが，本コースは

それを更に徹底させるためにある。このコースの特徴の一つ

は外国語に関する地域研究が比較的多いことである。 

  総合コース（政治学科・経済学科） 

 このコースは原則として社会人特別入試による入学者を対

象としている。夜間授業時間帯以外の履修が難しいという事

情を考慮していること，社会での経験によりコースという道案

内が無くても体系的な勉学に励むことが一般学生より容易

であることから，Ａ～Ｆコースのすべての応用科目をこのコー

スの応用科目としている。これにより，科目選択の自由度が

飛躍的に高まり，限られた時間帯のみの履修でも最小年限
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による卒業要件を獲得することが可能である。 

他方， 2002 年に創設された第三の学科である地域行政

学科であるが、市民社会の基盤ともいうべき「地域」には政

治と経済が具体的な形で凝集され，そこでの諸問題の解決

には政治学，行政学，社会学，経済学，歴史・思想・文化

論，地域論といった多様で広範囲にわたる学問を必要とす

る。そして，これらは本学部の包摂する学問体系の守備範

囲そのものである。そのことを基礎に，「地域行政学科」で

は，政治学科・経済学科とは別のメニューを用意し，地域を

構成する住民，企業，自治体，およびそれらが機能する場と

しての共同体，産業，行政をコーディネートさせるために，地

域をめぐる「理論」と「現実」だけではなく，諸課題を解決する

ための「運用」「対処」の仕方も教授する教育プログラムを用

意している。このプログラムにしたがい，１，2 年次では学問

的前提として，政治学，経済学，行政学，憲法（法律学）に

該当する科目をはじめ，社会学や一般教養科目等を広く学

ばせる。あわせて，実践的に活動例を講義に取り込む。３，

４年次では，より具体的な諸課題への取り組みを学ぶととも

に，地域行政学科だけではなく，政治・経済両学科に設置さ

れている科目を学生個々人の問題関心に基づいて学ばせ

る。 

これまで記述してきたように，本学部における専門教育的

授業科目は，学部の理念・目的に沿いながら十分な体系性

を備えたものとして編成されており，その特色を活かして，さ

まざまな政治・経済的事象に関する総合的体系的な研究及

びその教授が行なわれている。絶えず変化する環境に適合

するために，学部の根幹をなす専門教育的授業科目につ

いては，今後も十分な体系性を維持すべく，学部の理念・目

的に沿ったカリキュラム編成を図る。 

上記のとおり，コース制導入後に地域行政学科が新設さ

れたため，政治学科・経済学科のコース制と地域行政学科

の教育プログラムは別建てであった。また，社会人学生対応

に「総合コース」という例外的な「コース」を設置していた。地

域行政学科の定着と「総合コース」のニーズの事実上の消

滅を踏まえて，2008年度より「政治学・社会学総合コース」「

経済学・経済政策総合コース」「地域行政総合コース」「国際

文化総合コース」の４コースと、その下に12の「科目パッケー

ジ」を置く４コース12科目パッケージからなる「ゼミ指導型コ

ース制」カリキュラムが新たに導入された。 

 

・長所 

絶えず変化する環境のもとで、学部の理念と目的に適っ

たカリキュラムの実現のために日々努力が図られている。 

○ 一般教養的授

業科目の編成にお

ける「幅広く深い教

養及び総合的な判

断力を培い，豊か

な人間性を涵養」

するための配慮の

・現状 

 本学部で一般教養的授業科目にあたるのは，「基礎科目」

である。2008年度導入の新カリラムでは、基礎科目が、人文

科学科目群、社会科学科目群、自然科学科目群、総合科

目群の４分野に括られ、各科目群から一定単位を修得する

ようになっている。これにより「幅広く深い教養および総合的

 基礎科目には，伝統的な学問

体系に依拠した「哲学概論」「歴

史学」「数学概論」「心理学概論」

などの授業科目が設置されてい

ると同時に，「エネルギーと環境」

「異文化理解とコミュニケーション
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適切性  

 
な判断力を培」うことがより鮮明にされた。さらに外国語科目

、健康・運動科学科目を加えることによって文字通り「豊かな

人間性を涵養」することへの配慮が十全になされている。 

 

・問題点 
 一般教養的授業に求められる内容は，時代と共に変化し

てきている。既存の体系を維持しつつも新たな要請を，どの

ように応えていくかが課題である。因みに 2008 年度より科目

の適正な運用と充実を図り、さらに科目新設をも視野に入れ

た検討機関として和泉科目運営委員会を設置した。 

」「異文化摩擦とコミュニケーショ

ン」などの今日的課題をテーマと

する授業科目も開講されているが

，時々刻々と変化していく社会情

勢，社会問題をテーマとしたリア

ルタイムの授業展開を和泉科目

運営委員会（2008年度設置）、カ

リキュラム検討委員会等で検討す

る。 

○ 外国語科目の

編成における学

部・学科等の理

念・目的の実現へ

の配慮と「国際化

等の進展に適切に

対応するため，外

国語能力の育成」

のための措置の適

切性  

 

・現状 

 2003年度から新言語教育カリキュラムを実施している。こ

れは，学生のニーズに応えるために，外国語選択の自由度

を高め，多様な学習機会を提供するために設けられたカリキ

ュラムである。具体的には，第一・第二外国語といった枠を

はずし，本学部に設置されている英語，ドイツ語，フランス語

，中国語，スペイン語の中から自由に２ヶ国語以上を選択で

きるようにした。さらに，英語クラスは一部の指定クラスを除き

，ほとんどのクラスを選択クラスとし，内容やレベルによって

学生が自主的に選択できるようにし，英語以外の外国語に

も，２年次以降のクラスに選択クラスを導入し，学生の興味に

あわせた授業設計を行っている。このほか英語力の集中強

化プログラムとして，ＡＣＥを設置している。またＴＯＥＩＣや各

種外国語検定による単位認定及び本学「学部間共通外国

語科目」の単位を認定することによって，夏期・春期集中講

座や学部で正規に設置している英独仏中西語以外の“強国

語”に偏らない，「真の」国際化を目指すべく，各種外国語（

ラテン・ギリシャ・朝鮮・アラビア語等）の学習を促すことなど

も積極的に行っている。なお，2002年度入学生から，全学

年を対象としたＴＯＥＩＣが導入されている。一方，外国語クラ

スの適正規模も40人以下を目安とすることで，効果的な授

業環境の確保に努めている。さらに，スポーツ推薦学生，留

学生，社会人・編入学生に対して，学習到達度に適合した

特別英語クラス（特定英語）を設けるなどしている。 

 

・問題点 

 このような動向は，結果として学部全体としての必要教室

数や教員数の増大を招くことになる。それらを長期的に賄っ

ていくために，現有の資源（教室や教員）で充分か否かの検

討が必要である。 

 新言語カリキュラムの実施によ

って旧来のシステムを大幅に更

新することができたが，今後はこ

のシステムが円滑かつ効果的に

運用されていくように，条件整備

等を行うため，引き続き言語教育

検討委員会等で検討を重ねる。 

 2005年の和泉校舎メディア棟の

完成に伴い，外国語教育の現場

にＩＴ教育的な幅広い「実習」を導

入することも可能になる。この点

について，ＡＣＥなどの学習プロ

グラムによって「国際化等の進展

に適切に対応するための外国語

能力育成」に向けた言語教育をさ

らに推進させる。そのためにも，

ややもすれば，「強国語」に偏り

がちな非国際的な外国語教育を

是正すべく，言語教育検討委員

会等で検討を重ねる。 
 

○ 教育課程の開

設授業科目，卒業

所要総単位に占め

る専門教育的授業

科目・一般教養的

授業科目・外国語

科目等の量的配

・現状  

下記の表を参照のこと。 

 本学部の卒業所要総単位数は124単位である。このうち，

一般教養的授業科目（基礎科目及び健康・運動科学）と外

国語科目は最低48単位以上を修得しなければならない。カ

リキュラム上は残りの76単位に上記の48単位をこえて修得

 2008年度より導入された新カリ

キュラムの実施状況の検証を含

めてカリキュラム全体の適切性や

妥当性，その運用についてはカリ

キュラム検討委員会が対応してい

る。今後これらの課題について各
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分とその適切性，

妥当性    

 

した単位を含めることができるが，学生の履修の実態から

すると超過履修する科目は１科目（４単位）程度である。従

って，卒業所要総単位124単位のうち，52単位前後が一般

教養的授業科目，72単位程度が専門教育的授業科目とい

う内訳になり，量的配分として十分に適切性，妥当性がある

。卒業所要単位に含まれない設置授業科目全体について

見ても，事情は同様である。また，本学部では，むしろ従来

の専門・一般教養という分け方にとらわれず，１・２年次から

専門性のある授業科目を配置すると同時に，３・４年次にお

いても一般教養的授業科目の配置に考慮するなどして，科

目の質的配分にも配慮を施している。 
 

・長所  

 

・問題点  

 科目の量的配分に関わる改善は，単なる科目数の問題だ

けでなく，教育の質の問題と切り離せない。より充実したカリ

キュラムを模索しつつ，開設科目全体との関係からみたバラ

ンスのとれた科目配置を行うことが必要となってくるだろう。 

学科、各種委員会での検討も必

要となる。 
 

 

[政治経済学部開設科目]                                  （単位：科目・%） 

学科等 分類 科目数 全体からの割合 

学科共通科目 一般教養的授業科目 41 13% 

学科共通科目 外国語科目 25 ８% 

学科共通科目 健康・運動科学科目                  13 ４% 

学科共通科目 専門教育的授業科目 235 75% 

合 計 314 100.00%  

○ 基礎教育と教

養教育の実施・運

営のための責任体

制の確立とその実

践状況    

 

・現状 

 本学部では，１・２年次の基礎・教養教育の責任者として

一般教育主任をおき，同時に和泉キャンパスの各学科の責

任者として，政治学科・経済学科・地域行政学科主任をお

いて，これらの各主任は学部役職者が担当する体制がとら

れている。従って，学部教育全体の中での基礎・教養教育

の位置づけや方向性については，役職者を中心に責任を

もってその実施・運営にあたる体制が確立していると言える

。 

 

・長所 
 学部教育全体の運営に責任を持つ学部役職者によっ

て，基礎・教養教育の運営も展開されているので，その運

営が円滑なものになっている。 

 

○ カリキュラム編

成における必修・

選択の量的配分の

適切性，妥当性   

・現状 

下記の表を参照のこと。 

本学部の卒業に必要な単位数は 124 単位である。その

うち学科共通の必修科目（選択必修を含む）は基礎科目

28 単位，外国語 16 単位，健康運動科学４単位，応用科目

4 単位であり，そのほかに政治学科 12 単位，経済学科８単

位，地域行政学科 24 単位である。2008 年度導入の新カリ

 バランス問題について各学科、

役職者会で引き続きチェックして

いく必要があろう。 
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キュラムでは、１・２年次で政治学科・経済学科では 14 単

位、地域行政学科では 20 単位の学科必修科目を設置し、

３・４年次では政治学科・経済学科で 12 単位の選択必修

科目を設置した。 

 

・長所  

 

・問題点 
 「『教養豊かな専門人の育成』を行なうことが，本学部の基

本な教育目標であるので，それに見合った必修・選択の量

的配分を確保することが，主目的である。理想的には専門

教育に必要な科目を必修科目として絞り込んで設定した上

で，幅の広い選択科目数をバランスよく配置するというのが

目標となる。だが，３・４年次配当の必修科目が少ないた

め，必修科目が１・２年次に偏りすぎているきらいがある。ま

た，学科別には経済学科の必修科目が少なくなっているの

で，差し迫った問題は生まれていないものの，各学科間で

の必修科目数の差が，長期的に見た場合，問題がないか

を再検討する必要がある。」これらの課題は 2008 年度導入

の新カリキュラムによって、ある程度改善された。 

 
  [必修単位・選択科目の単位数] 

学  科 
必修単位数 

（選択必修科目含む）
選択単位数 

卒業に必要な 

単位数 

政治学科 26  124  

経済学科 26  124  

地域行政学科 20  124  
 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 学生が後期中等

教育から高等教育

へ円滑に移行する

ために必要な導入

教育の実施状況  

・現状 

 本学部では，後期中等教育から高等教育への円滑な移

行の一助とすべく，従来から「公開授業」や「出張講義」等

を行ってきた。また付属高校との連絡会を随時設け，高校

からの要望を聴取してきたが，従来から付属3校の生徒を

対象とした公開授業を一・二部で実施してきた。そして20

02年度からは，原則的に和泉校舎開講の専任教員の全

授業を公開しているほか，付属校の自主選択講座及び特

別課外講座への学部教員の派遣（本年度の自主選択講

座では，ジャーナリズム研究及び経済学入門の授業を本

学部教員が担当）なども行ってきている。2007年度からは

「プレカレッジ・プログラム」の一環として（ゼミ授業（演習A

・2008年度より教養演習）への付属校生の受け入れを決

定した。 

 

・問題点 
① 付属校生徒の，導入教育への一層の積極的参加を

促すための誘引策が必要である。 

② 入学前補習授業について，レベルの低い学

生に合わせた授業になっている。 

 

付属高等学校生の導入教育への

積極的参加を促すために，本学部

で授業を履修し，当該科目の単位

を認定する方向で議論を重ねてい

る。 

●2009 年度の実施では，入

学前補習授業について，修得

段階別にクラス分けを行う。 

●2010 年度から，補習授業

の科目に国語を加える。その

ための講師任用計画を年度計

画で定める。 

・入学手続者に対して学部教

育の入門書の購読を義務づけ

る。そのための入門書を，高大

連携委員会で検討する。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

③ 補習授業を行っている数学，英語については

成果が上がっているが，国語についても補習

授業が必要な状況にある。 

④ 15 週授業を確保するためガイダンス期間が

短縮され，学部教育の内容を伝えきれていな

い。 

国家試験につながりのあるカリキュラムに関する目標 

本学部に最も関連の深い国家試験は，公務員等の採用試験である。特に地域行政学科には，公務員志望の学生

が少なくない。また，公務員試験の受験を支援する機関として，本学部には，総合政策研究所に設置されている「行政

研究指導室」がある。行政研究指導室を発展させ，指導体制の強化を図る。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 国家試験につな

がりのあるカリキュラ

ムを持つ学部・学科

における，カリキュ

ラム編成の適切性  

・現状 
 本学部教員が委員会を組織し，運営にあたっている行

政研究所では，本学部生を中心に全学部の学生を対象

にして，学生ニーズに合わせた指導を行っている。 

 本学部では，2008 年度のカリキュラム改革に合わせて，

民法科目を増設するとともに地方自治法を新設して，学

生の公務員受験を支援している。 

 

・長所 

2008 年度施行新カリキュラムにサブカリキュラムの一つ

として公務員養成関連講座を組み込み公務員試験を目

指す学生の支援を強化した。 

  

インターンシップ及びボランティアに関する目的・目標 

 現在，学生は三年生の秋期から就職活動を始めることが多い。学生が進路を決める前に，インターンシップ，ボラン

ティア等を通じて，様々な社会実習をすることが必要だろう。学生を支援すべく，システムの構築は必須である。インタ

ーンシップについて言えば，潜在的には数百名の単位で学生の需要はあり，どこまで様々な企業との協力体制が組

めるかが重要である。そのためには，各企業に対しても魅力的だと思われるメニューを大学側から提示し，多くの企業

の参加，協力を仰がねばならない。一方，ボランティア(社会実習)については，学生側にまだその意義が十分浸透し

ておらず，学生に対する教育を続行することが肝要である。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

・  インターンシップ

を導入している学

部・学科等におけ

る，そうしたシステム

の実施の適切性  

 

・現状 

 2004年度から，①本学部内の政治学科，経済学科を対

象にインターンシップ（企業実習，企業研究）制度を，また

，②地域行政学科では地域研究インターンシップ制度を

展開した。2005年度は２年目となり，①については首都圏

所在のおよそ60の受入れ先企業・団体との提携関係の構

築し，担当教員・事務組織の編成を行った。②についても

，全国規模で地方自治体や団体・企業との提携関係を構

築し，担当教員・事務組織の編成を行った。 

 また，全てのインターンシップを終了した後，受け入れ企

業と学生たちによる懇親会を開催するとともに，学生たち

による体験報告会を実施した。このように2005年度で，活

発なインターンシップを展開するための基礎固めをほぼ

終えた。加えて2005年度には２年次生を対象に「総合講

座ⅠC（キャリアデザイン講座）を開設した。2006年度から

は，どのコースも２単位が認定された。さらなる充実を図り

 ①の共通インターンシップにつ

いては，受け入れ検討中の企業と

の折衝をかさねるとともに，これま

で以上に新規受け入れ企業の開

拓にあたる。また，学生の具体的

な要望をふまえて新たな受入れ先

の獲得をめざし，首都圏での受け

入れ先の多様化と多数化を模索

する。さらに，学生の出身地でのイ

ンターンシップの実施可能性を再

検討する。とはいえ，リスク管理上

の理由により，首都圏での実施を

中心にせざるを得ない。なお，全

学及び他学部でのインターンシッ

プ制度とのシステム上の連携や統

合についてもインターンシップ委
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たい。 

 

・問題点 

 インターンシップの受け入れ企業の確保については努

力してきたが，量的にも分野的にも不足している。そのこと

が学生のニーズの高さとの間でミスマッチを生じさせてい

る。なお，2006年度は，受け入れ企業数は85社，参加学

生数は111名，2007年度は，受け入れ企業数は89社，参

加学生数は119名，2008年度は，受け入れ企業数は63社

，220名であった。 

員会等で検討を行う。 
 

・  ボランティア活動

を単位認定している

学部・学科等にお

ける，そうしたシス

テムの実施の適切

性 

・現状 

 2005年度は，前年度に続き，学生と教員の協働により構

築された３学科（政治学科・経済学科・地域行政学科）共

通のボランティア（社会実習）制度（１単位）を実施した。し

かし，事前の予告，情報等による学生への周知が不足し

たこともあって，当初期待したような成果をあげることはで

きなかった。なお，2004年度には，受入れ先として本学所

在地である千代田区並びに杉並区の約20を越えるボラン

ティア団体，行政組織との提携を，また各区教育委員会

の仲介により公教育機関との提携を構築しており，2005年

度もそれを維持した。2006年度からは２単位が認められ，

一層の充実が望まれる。なお，提携団体及び履修学生数

は，それぞれ，2006年度は26及び３，2007年度は31及び

４，2008年度は31及び3であった。 

 現在，千代田区と杉並区にボラ

ンティア対象地域を限定している

が，今後，学生が出身地や居住地

近隣で行うボランティア活動に対

して単位認定を行なうためにも，

早急に本制度の改善を図る。また

学生が海外で行うボランティア活

動についての取り扱いも課題であ

る。なお受入れ先の多様化や多

数化を模索する過程では学生と

教員の協働関係を維持する必要

があり，社会実習としてさまざまな

活動を積極的に認定していく。 

授業形態と単位に関する目標 

 学生の履修実態に配慮した適切な授業配置を行ない，単位計算もこれに見合った形を検討していく必要がある。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 各授業科目の特

徴・内容や履修形

態との関係におけ

る，その各々の授業

科目の単位計算方

法の妥当性  

・現状 

 本学部では2008年度より半期履修制の完全実施を行う

。それに伴い、2008年度施行の新カリキュラムでは、ゼミ

ナールの通年１コマ４単位のみを例外として、それ以外の

科目は半期集中２コマの科目は４単位、半期１コマの科目

は2単位とした。これにより科目の性格が一層鮮明になると

ともに短期集中形態をとることによって学生の履修機会が

増し学習効果が上昇することが期待される。 

 

・問題点 
 半期履修制の完全実施に伴い２単位科目と４単位科目

とに峻別した。授業内容、科目名称等を含め検証が必要

であろう。 

 学科会議、役職者会、各種委員

会で検討を行う 

単位互換、単位認定に関する目標 

 協定校，もしくは学生が自ら留学先を探し，学部が留学を認めた認定校への留学者は今後ますます増加してゆくこ

とが予想される。他方，半期履修制への移行によって，国外の大学との単位互換はこれまでより容易になる可能性が

ある。こうした情勢の変化に伴い，学生がより適した教育を受けられるよう，国内外の大学との単位互換制度の一層の

充実を図ることを目指す。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 国内外の大学等

での学修の単位認

定や入学前の既修

得単位認定の適切

性（大学設置基準

第 28 条第２項，第

29 条）  

・現状 

 本学部では，国外における本学の協定校，もしくは認定

校において学生が修得した単位のうち，本学部に開講さ

れている授業科目の内容と類似しているものについては

単位認定をしている。ただしその上限は30単位である。 

 編入学生に対しても本学部に設置してある科目に相当

する分についての単位認定を行っている。 

 2003年度から実施された新言語教育カリキュラムによっ

て，ＴＯＥＦＬ，ＴＯＥＩＣによる単位認定，及び英語以外の

外国語における各種検定試験による単位認定を行ってい

る。認定の方法としては，これらの各種検定のレベルと，

本学部に設置されている外国語科目のレベルの対応性を

考慮し，段階的に認定単位数を定めている。2006年度は

，英語について95名，その他の語学について58名，2007

年度は，英語134名，その他の語学83名，2008年度は,英

語は95名,その他の語学69名が単位認定を受けた。また，

企業実習と社会実習は，単位認定を行っているが，履修

対象となるのは本学部と協定を結んだ企業・団体等にお

ける実習に限定しており，実習の目的や内容が変節しな

いように適切な運営が図られている。 

 

・問題点 
 英語以外の外国語科目では，あまり活用されていないと

いう問題がある。 

 英語以外の外国語科目でも活

用されやすいような制度を検討す

る。また，外国語科目以外にもこ

の種のカテゴリーでの単位認定が

可能なものがあるかどうか，和泉学

級主任会議、カリキュラム検討委

員会等で検討していく。 

開設授業科目における専・兼比率に関する目標 

学部の基幹科目については専任教員が担当することが望ましい。その意味で，本学部では，ゼミナール形式の授

業を原則として専任教員が担当することとしているが，今後この方針を他の授業科目においても一貫して推し進めてい

くことが必要であろう。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 全授業科目中，

専任教員が担当す

る授業科目とその

割合    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 兼任教員等の教

育課程への関与の

・現状 

 本学部所属教員数は，200８年４月現在，専任教員10２

名（助手を除く），兼任教員1２４名となっている。担当する

授業科目が専任・兼任の区別によって異なるわけではな

いが，ゼミナール形式の授業に関しては原則として専任

教員が担当することになっている。200８年度における担

当の割合は，授業科目によって若干の偏りはあるが，全体

としては専任教員担当分が約53％，兼任教員担当分が約

47％となっている。 

 

・問題点 

 ゼミナール形式以外の授業の担当区分をどうすべきか

についての基本的な考え方を整備する必要がある。 

 

・現状 

 兼任教員への依存度が50％近くに達している。特に語

 言うまでもなく，学部の基幹科目

については専任教員が担当する

ことが望ましい。その意味で，本学

部では，ゼミナール形式の授業を

原則として専任教員が担当するこ

ととしているが，今後この方針を他

の授業科目においても一貫して推

し進めていくことが必要であろう。

依然として兼任教員への依存度

が高いことも，改善すべき点である

。 

 

 

 
 教育課程の充実という意味合い

からすれば，量的に見て兼任教員
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状況    学科目での依存率が高いので，教育内容の統一性や整

合性を保つために英・独・仏・中・西・国語の各科目につ

いて専任教員と兼任教員が出席する教科書会議を毎年，

年度が始まる前に実施している。それに加え，全兼任教

員と学部執行部の懇談会，全専任教員との懇親会を毎年

開催し，意見の聴取や交換を行い，体系的な教育への協

力を求めている。 

 

・問題点 
上記のような対応で効果をあげてきているものの，50％と

いう比率からすると，教育課程への兼任教員への関与

は非常に大きなものとなっていると言わざるを得ない。

適切な人事計画によって，それぞれの授業科目に相応

しい兼任教員の採用を行ってきているにせよ，兼任教

員への依存が常態となっている現状は，本学部の教育

課程にとって必ずしも好ましいものではない。 

の教育課程への関与の度合いを

これまでよりも低減し，逆に専任教

員の関与を増大させていく必要が

ある。一方，質的な関与という観点

からすれば，今後も優秀な兼任教

員の採用はむしろ積極的に活用

していく必要もあるので，人事計

画のより一層の適正化を検討す

る。今後、学部将来構想委員会で

検討する。 

 

 

［開設授業科目における専兼比率］ 

学科名  必修科目 選択必修科目 その他の科目 合計 

専任担当科目数 

（Ａ） 
43  311  443  797  

兼任担当科目数 

（Ｂ） 
51  545  111  707  政治 

専兼比率％ 

（Ａ/（Ａ+Ｂ）*100）  
45 .74  36 .33  79 .96  52 .99  

専任担当科目数 

（Ａ） 
51  310  442  803  

兼任担当科目数 

（Ｂ） 
53  546  111  710  経済 

専兼比率％ 

（Ａ/（Ａ+Ｂ）*100）  
49 .04  36 .21  79 .93  53 .07  

専任担当科目数 

（Ａ） 
51  303  440  794  

兼任担当科目数 

（Ｂ） 
53  543  111  707  地域行政 

専兼比率％ 

（Ａ/（Ａ+Ｂ）*100）  
49 .04  35 .82  79 .85  52 .90  

 

 

社会人学生，外国人留学生等への教育上の配慮に関する目的・目標 

国際交流の側面からも留学生の積極的受け入れを促進していくと同時に，受入れ態勢の整備に努める。  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

・ 社会人学生，外

国人留学生，帰国

生徒に対する教育

課程編成上，教育

指導上の配慮  

・現状 
 本学部では，従来から二部教育の一環として社会人学

生の受け入れを行なってきたが，2004 年度からの二部学

生募集停止，全日制（７講時）への移行に伴い，同年度入

学の社会人学生に対して６・７講時の受講の夜間帯のみ

の受講で卒業できるカリキュラム編成や科目選択の自由

度を高めた「総合コース」を用意した。しかし 2005 年度入

  
 外国人留学生，帰国生徒につい

ては，特に近年前者の受験生が

増加傾向にあるが，国際交流の側

面からも留学生の積極的受け入

れを学部国際交流委員会をはじ

め各種委員会で検討していくと同
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学生からはそうした配慮をしていない。なお，社会人学

生，外国人留学生を対象とした英語基礎クラスを新たに設

置した。2008 年度から社会人特別入試について当面募

集を停止することとした。 

 

・問題点 

 留学生、帰国生徒についても，一層きめ細かなカリキュ

ラム上の配慮が必要となる。 

時に，国際交流センターと連携し

ながら受け入れ態勢の一層の整

備に努める。 

②教育方法等  

教育効果の測定に関する目標 

学生の学習達成度を的確に判断して，教育内容に反映させる枠組みを確立する。そのためには，成績評価につい

て教員間で不適切な格差が生じないようにすること，また教育効果については，学生への『授業改善アンケート』を定

期的に実施することによって，その集計結果を教員にフィードバックし，教育目標達成の指標とするなどを推進してい

る。また，学業優秀者，あるいはボランティアなどを通じての社会貢献の顕著な学生を顕彰するなどの制度を設置し，

学生の勉学意欲を刺激させるなどの対策を講じている。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 教育上の効果を

測定するための方

法の有効性  

 

 

・現状 

 ７講時全日制導入以前の二部においては2002年度入

学者から，また，一部においては2004年度入学生からＧＰ

Ａ制度による成績評価が導入された。これにより50点以上

を合格最低点としていた2003年度以前の成績評価が，20

04年度から60点以上を合格最低点とすることに改正され

た。このＧＰＡ制度は，学部教育全体としての成績評価上

の統一基準として採用されたものである。また，2003年度

後期から学生による授業改善アンケートが全学的に実施

されているが，本学部も一教員一科目を単位としてこのア

ンケート調査を実施している。このほかにも個々の授業内

容が学部理念・目標に達成するように，ＦＤ推進を実施し

ている。学生の顕彰評価および特別給費奨学生採用基

準の中にGPA評価を加え学業への奨励を行っている。 

 

・問題点 

 ＧＰＡ制度や学生による授業評価制度について，必ずし

もその結果が教育活動に，十分活用されているとはいえ

ない。 

 2004年度以降入学者に適用さ

れたＧＰＡ制度については，徐々

にその利用の幅を広げつつあるが

、一層の検討を行う。また，学生に

よる授業評価についても，学部と

してどのような有効利用が考えら

れるか各学科で検討していく。 

 
 

○ 卒業生の進路状

況 

・現状 

 業種別の就職率には，例年あまり大きな変化は見られな

い。教育・公務関係への就職率は，相対的に高いとは言

えないにせよ，堅調に推移している。新聞・出版・放送・広

告関係へ進む者の数も近年増加しているようである。2008

年度卒業生実績は，建設・不動産業39名，製造業199名

，商事・卸・小売業109名，金融業268名，新聞・放送等12

8名，運輸・旅行等169名，教育・公務員69名であった。な

お，2004年度より就職支援セミナーの開催，学部教育振

興プロジェクトをスタートさせ，学生の就職支援に取り組ん

 2009 年度においても，就職支援

セミナー，学部振興プロジェクトを

充実させ，対象学年を下げるなど

学生への就職支援を一層充実さ

せる。 



政治経済学部 19/68 

でいる。すなわち，キャリア教育支援の一環として，１，２年

生を対象に「マスコミ入門講座」「公務員講座」，３，４年生

を対象に「起業家講座」「国際公務員講座」「実戦マスコミ

講座」を実施するとともに，３年生全員を対象に就職支援

セミナー，３年女子学生だけを対象とした女子学生就職支

援懇談会を開催する。 

 

・問題点 
 多くの卒業生は，職業人として活躍し社会に貢献してい

るものの，全般的に若年層の職業意識が低下してきてい

るのは否めない。卒業後の進路を真剣に考える機会を設

けることにより，就職支援・キャリア支援とすることが求めら

れてきている。 

成績評価法に関する目標 

 学生の成績評価は，なによりも学生自身が自己の勉学の達成度を知るための基準となるものであり，公正な評価と

さらなる勉学意欲を増進させるものでなければならない。そのためには，履修登録に際しての適切なアドバイスはもとよ

り，ゼミナールなどを通じて，学生との不断の連携を保ちながら，きめ細かな学習指導を実施している。また，学業成

績，社会貢献などについて顕著な成績･活動をした学生への顕彰制度を設け，学生諸君の意欲向上を図るべく，目標

を設定している。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 厳格な成績評価

を行う仕組みと成績

評価法，成績評価

基準の適切性    

 

・現状 

 2004年度入学生から成績評価にＧＰＡが導入され，さら

にＡが100～90点，Ｂが89～80点，Ｃが79～70点，Ｄが69

～60点（以上合格），Ｆが59点以下（不合格）と全学的に統

一された。これにより成績評価の基準がより透明性のある

ものとなった。くわえて，学業成績優秀者を顕彰するなど，

学習意欲を向上させる制度を設置している。2006年度より

成績評価の表記がS（100～90点）、A（89～80点）、B（79

～70点）、C（69～60点）、F（59点以下）、T（未受験）に変

更となり、C以上の成績を収めることが単位修得の条件と

なった。 

成績評価方法については，シラバス上に担当科目の教

員が明示し，学生に周知している。また，前・後期にそれ

ぞれ１回ずつ，「授業評価に対するアンケート」を実施し，

成績評価についての学生からの評価，要望を聞き取り，そ

の結果を教員にフィードバックしている。また，ＧＰＡ導入

は，成績評価の透明性を実現したものとなっている。2004

年度から優の数（現行表示S及びA）のみを履修者の25%

以内に抑える相対評価が実施された。 

 

・長所 

 授業評価のアンケートの結果が個々の教員にフィードバ

ックされるため，授業の進め方，成績評価への取組みに

従来以上の工夫がなされ，有効に機能している。 

 

・問題点 

 成績評価の基準の厳格化のた

めに，相対評価の導入などを取り

入れ改善を図っているが，少人数

授業についての成績評価につい

て検討を重ねている。また，未受

験をＴ判定としているが，ポイント

はゼロとなることについてカリキュ

ラム検討委員会等で再検討する。

 また，必修科目，選択必修科目

などで実施している出席点による

評価を全科目について行えるかど

うかについて検討している。 
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 成績評価は、カリキュラムの「実質化」を図る上で不可欠

な要素である。教育効果の観点から成績評価の再検討が

必要である。 

○ 履修科目登録の

上限設定等，単位

の実質化を図るた

めの措置とその運

用の適切性 

・現状 

 本学部での上限設定は１年次から３年次までは各44単

位，４年次については40単位であったが，2005年度より１

年次は40単位，２年次から４年次までは各44単位と改正し

た。学生は単位の未修得を前提に一般にこの上限ぎりぎ

りまで履修している。ただし，2004年度入学生からＧＰＡに

よる成績評価が導入され，履修登録している科目に対し

ての未受験はポイント零となるなどのペナルティが科せら

れるようになったため，これまでのようなむやみに履修登

録をする傾向に一定の歯止めがかかっている。 

2008年度より半期履修制の完全実施に伴い新カリキュ

ラムでは年次ごとの履修上限単位数設定ではなくセメスタ

ーごとに履修制限単位数を設定することとし、その単位数

を24単位とした。また、各セメスター（学期）において最低

履修単位数として卒業に必要な単位数に参入する科目を

8単位以上履修しなければならないとした。併せて４年次

新規履修20単位以上という卒業要件を廃止した。 

 

・長所 

 履修登録数に一定の制限を設けることは必要であり，そ

れにより適正な履修が行われているものと考えられる。 

 

・問題点 

 新カリキュラムの実施、運用に伴い、１・２年次における

修学指導をいかに担保するかが大きな課題である。 

 ●現在修学指導委員会を設置

し、３・４年次におけるゼミ指導型コ

ース制への接続を意識した段階

的・体系的な単位修得を徹底させ

るための修学指導態勢について

検討中である（「2009年度教育・研

究に関する長期・中期計画書」）。

 

○ 各年次及び卒業

時の学生の質を検

証・確保するための

方途の適切性   

・現状 

 本学部では，ゼミナール在籍者に対しては卒業論文を

義務付けている。各ゼミナールでは教員の指導の下で論

文作成の実をあげている。新カリキュラムでは、２年次から

３年次への修得単位数による進級条件は設けていないが

、成績不振が続く学生に対しては、退学勧告も含めた修

学指導を行うことにした。なお，ＧＰＡの導入によって成績

チェックが容易になり，成績不振者には警告書を本人・父

母宛てに発送している。これは，本人にはさらなる努力と

学習意欲を喚起させるものであり，父母には実情を認識し

てもらうことを目的としたものである。 

 

・問題点 
卒業論文の義務付けがゼミナールを履修した学生に限

られているため，ゼミを履修していない学生への対応が問

題である。 

 ゼミを履修していない学生に対

して卒論に匹敵するものがあるか

どうかカリキュラム検討委員会で検

討中である。  

履修指導に関する目標 
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学生への履修指導は，学生自身の学問的関心を喚起させ，目標に向かっての総合力を身につけるための科目履

修をめざしている。そのためにはクラスでの指導はもちろんであるが，そのほか，ゼミナールでの指導，そしてアカデミッ

ク・アドバイザー，オフィス･アワーの積極的利用を学生に指導している。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 学生に対する履

修指導の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 留年者に対する

教育上の措置の適

切性  

 

・現状 

 毎春実施しているオリエンテーション期間に，総合ガイダ

ンス・学年別ガイダンス・クラス別ガイダンスを開催し，履修

相談のほか，履修登録についての個別指導を実施してい

る。また，アカデミック・アドバイザー制度では，新入生に

対しては半期履修の意味を説明したうえで，必修科目，選

択必修科目の履修の仕方，１セメスターでの履修登録単

位数の制限を考えて履修するように指導している。加えて

、新カリキュラムでは2年次から3年次への進級制限を廃止

した。これに伴い各自の計画的履修が望まれるが、そのた

めのより細かい履修指導体制が不可欠となっている。2年

生については，１年で履修した科目の確認と新規に履修

する科目について，基礎科目，基本科目などに設けられ

ている履修単位を修得しているかなど，より具体的なアド

バイスを行っている。これらには専任教員と学部のＴＡが

あたっている。このほかにも学部事務の窓口での指導など

，きめ細かな指導を行っている。 

 

・問題点 

 語学関係の履修相談については，本学部では学生の希

望に応えるために，語学履修の選択肢を大幅に増やした

結果，アカデミック・アドバイザーや事務の窓口が対応しき

れないほど混雑状態となっている。また，事務機構改革に

ともなう職員の削減などによって，窓口業務（履修指導）や

カリキュラム実行力が甚だしく低下している。 

 

・現状 

 2006年度まで正規の二部学生（原級生などを除く）が在

籍するが，そのほかにも原級生，復学生，再入学生なども

在籍している。現在，７講時制が実施されており，二部生

が一部の科目を履修する際の制限も大幅に緩和されてい

る。これまでは20単位を上限としたが，さらにその上限をは

ずすこととした。また，留年ケースでもっとも多い，基礎英

語力の欠如を向上させるために特別英語クラスを設置し，

教育上の配慮を行っている。 

 

・問題点 

 留年生が各年次に一定数存在していることは，第一に

当該学生の学習意欲の欠如があげられるが，たとえばス

ポーツ学生についてはすべてではないにしても，練習・稽

古などにより授業に出られないケースもある。それについ

ては当該運動部の部長・監督の授業に対する理解が不

 特に年度当初の履修登録期間

における窓口及びアカデミック・ア

ドバイザーにおける混雑について

は，担当教員を増員し，あらかじめ

相談内容のマニュアルを作成する

など，あらたな対応を進める。また

，事務職員についても，一層の充

実を求める。 

●2008年度以降入学者に係わる

修学指導について、新カリキュラ

ムにおいて進級条件を設定してい

ないことを踏まえ、「2008年度以降

入学者修学指導」を定め、この修

学指導制度の導入を進級条件に

代わるものと位置づけることにした

（2009年1月24日教授会決定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 留年生への学習意欲をいかに

掻き立てるかが肝心であるが，履

修登録のミスによるケースも見られ

る。この点については，履修登録

に際してのアドバイスをさらに徹底

する。 
 また，留年生との接触を通じて，

履修状況を把握するなど，留年生

に対する専門の相談窓口が必要

である。現在，ＧＰＡが導入されて

いるが，一定の基準を設け，それ

に（たとえば 1.0 以下など）達しな

い場合，１年目で警告，２年連続し

たら退学勧告を出すなどといった

方法をとることも必要となろう。こう

した諸点を踏まえて，現在，修学

指導委員会で検討中である。スポ

ーツ学生に対しては，スポーツ委
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可欠である。このほか，一般学生の留年については，日ご

ろからのケアが必要となる。 

員会が中心となって，定期的に学

生の履修状況，単位修得状況を

チェックし，個別的に学習指導を

行っている。 

・ 科目等履修生，

聴講生等に対する

教育指導上の配慮

の適切性 

・現状 

 科目等履修生・聴講生に対する入学許可は教務主任が

面接を行い，履修を希望する科目の妥当性及び学業継

続の意思と受講する分野の理解可能性を確認している。

 

・長所 
 科目等履修生・聴講生は社会人が多く，受講目的も明

確であり，また学習意欲も旺盛なため一般学生に大きな

刺激を与えている。200８年度は科目等履修生０名，聴講

生４名を受け入れた。 

 

教育改善への組織的な取り組み（ＦＤ）に関する目的・目標 

科目の体系を周知させるために，シラバスで授業内容を明示し，Web 上での閲覧を可能にする。シラバスに成績評

価基準を明示することによって，学生に指導方針を伝える。授業改善アンケートを実施することにより，教員の FD を支

援する。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 学生の学修の活

性化と教員の教育

指導方法の改善を

促進するための組

織的な取り組み（フ

ァカルティ・ディベ

ロップメント（FD））

およびその有効性  

 

・現状 

 全学組織である「教員研修（ＦＤ）委員会」に本学部から

委員として専任教員が参加している。この委員会では，

高等教育の本質に関わる問題や具体的な教育方法につ

いての様々な講習会を開催しており，学部教員の参加を

その都度促している。また，新任教員を対象とした「新任

教員研修会」を４月と７月に開催しており，本学部の新任

教員も必ず参加している。 

 授業改善アンケートについては，前期・後期に１度ずつ

，一人の教員に対して１科目以上を実施しており，その結

果は学部平均や全学平均と比較した値などを盛り込んだ

レポートと共に教員にフィードバックされている。 

 

・長所 

 ＦＤ委員会主催の講演への教員の参加が毎年増えて

おり，また新任教員の研修参加によって，授業への取組

み，成績評価の公平性，透明性も一段と向上している。

学生に対しては成績不振者に対する警告書の発送，成

績優秀者の顕彰が学習の活性化と教育指導方法の改善

に寄与している。 

 

・問題点 

 教員の研修への参加は増えたとはいえ，十分ではなく，

さらなる参加と授業内容の改善を必要としている。 

 教員個々に対する授業への取組

み，シラバス内容の改善などをめざ

した教員への個別対応を実施する

が，その具体的方法について検討

中である。なお，合わせて教員

個々に委ねられている授業内容，

成績評価の基準については，教員

相互の情報開示とジョイント授業を

行うなどして教員同士のある程度の

チェック機能（もちろん，教員の主

体性と自主性は尊重する）を働か

すようなシステムの構築について検

討を行う。今後『政経フォーラム』な

どを通じて FD 活動の積極的開示

を目指す。 

○ シラバスの作成

と活用状況  

 

・現状 

 シラバスは同一書式によって作成されている。紙媒体だ

けでなく，Ｏh-o! Ｍｅｉｊｉシステムのクラス・ウェブ上によっ

 教員によるシラバスの内容のばら

つきについては，引き続いてシラバ

スの主旨の徹底と記載内容の精粗

をなくすように努める。とりわけ成績
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ても全科目が閲覧できるようになっている。また，クラス・ウ

ェブ・システムでは，シラバスの編集もできる。 

 

・長所 

 シラバスの書式が統一されたことにより，学生には等質

の内容を開示することができるようになった。 

 

・問題点 
 書式の統一に伴う記載形式の統一化により、記載内容

の改善が図られつつある。とりわけ全ての科目について

成績評価方法の明示がなされることが課題である。 

評価基準の明示、成績評価方法の

明示の徹底を図る。 

○ 学生による授業

評価の活用状況    

 

・現状 

 個々の教員に授業改善アンケートの結果の集計と学生

の個票がフィードバックされている。集計表からは学部や

全学と比較した各自のポジションがつかめ，また個票にあ

る自由記述欄から個々人の感想・評価などを知ることが

できる。 

 

・長所 

 アンケートの実施によって，個々の教員の授業への取

組み，成績評価の公平性への向上が顕著にみられるよう

になった。 

 

・問題点 

 授業改善アンケートの項目の精査，自由記述欄の設定

の有無，教員あるいは外部に対する開示の方法，集計結

果の取り扱い等が適切であるかどうかの検討が必要であ

る。また，アンケート実施時に，ふだんは出ていない学生

がたまたま出席して回答するといったケースがみられ，そ

れへの対応も考慮すべきである。 

 アンケート項目については，あま

り意味のないもの，わかりにくいもの

を削除ないし改良するなど本学の

教員研修（ＦＤ）委員会と連携して

改善を行う。また，上記の問題点で

指摘したような学生への対策につ

いては，記名制，あるいは一定回

数の出席者に限定するなど，回答

の正確さを実現させるための方策

を検討する。 
 また，アンケートの集計結果の分

析をさらに精密に行なう必要があ

り，加えて結果に対する評価，集計

の保存などについても検討する。な

お，将来的には全科目に対する授

業改善アンケートの実施について

検討を行う。 
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[授業改善アンケート実施状況]   

年度 区分 科目数(科目） 実施率（％） 学生数（名） 

前期 230 24.10 10,716 
一

部 
後期 208 24.60 7,832 

前期 36 28.10 876 

2006 

二

部 
後期 32 25.20 601 

前期 243 26.50 10,638  
一

部 
後期 181 20.10 5,800  

前期 4 6.30 11  

2007 

二

部 
後期 2 3.60 4  

前期 167 19.00 7,845 

2008 

後期 173 19.70 6,800 

・  卒業生に対し，

在学時の教育内

容・方法を評価させ

る仕組みの導入状

況  

 

・現状 

 卒業生に対し，在学時の教育内容・方法を評価させる

仕組みは導入していないが，政経同窓会開催時に合わ

せて，ゼミナール発表会を実施している。2008年度には

スポーツ入試学生にたいして、在学時のスポーツ環境、

勉学環境についてのアンケートを実施し卒業式当日に回

収を行った。 

 

・問題点 

卒業生に対して在学時の教育内容・方法について評価さ

せるには校友会と連携したシステムが必要であるが，現

状ではそうした制度化への動きはない。その実現に向け

ては基本的方針を明確にする必要がある。 

 

・  教育評価の成果

を教育改善に直結

させるシステムの確

立状況とその運用

の適切性 

・現状 

 従来より学部の教育目標の設定とそれを達成するため

のさまざまな検討・改革を学部執行部をはじめとしてカリ

キュラム検討委員会，学部教育振興プロジェクト委員会な

どで継続的かつ組織的に行っている。すでに記述して来

たように，学生による授業改善アンケートの実施によって

，授業評価のフィードバックを実現させている。 

 

・長所 
 改善は不断に行われなければならないが，アンケート

実施は授業内容の改善に対する大いなる刺激となって

おり，その集計結果は教員個々へフィードバックされ，客

観的資料として自己の授業への取組みに対する重要な
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データとなっている。 

授業形態と授業方法の関係に関する目標 

本学部は従来から大規模授業の改善に取り組んでいるが，そのモデルとして１，２年生を対象とした教養演習，３，４

年の２年間で実習している卒論演習での少人数授業を位置づけている。また，語学授業も 40 人体制で臨んでいる。

しかし，すべての授業を少人数で行うことは，履修形態上無理であり，たとえば大規模授業を最終的には 250 人程度

に縮小することを目標としている。しかし，その実現にはコマ数の増加と非常勤講師を増やなどの対策が不可欠とな

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 授業形態と授業

方法の適切性，妥

当性とその教育指

導上の有効性  

 

・現状 

 大規模授業を削減するために，履修者数が300名を超

える授業については複数の授業に分けるなどの対策を講

じている。それによって，大人数による授業は減少傾向に

ある。また，本学部では少人数のゼミナール教育の実施

に力を入れており，１・２年生を対象とした演習A（2008年

度より「教養演習」），基本演習（2008年度カリキュラムより）

、３・４年生を対象にした演習Bを設置しており，常時，100

以上の演習が開講されている。なお，ゼミナールにおける

卒論指導では，学生のテーマの設定，文献資料の収集な

どをアドバイスするとともに，論文指導では論理性，展開

性など細かな指導を行っている。また，フィールドワークを

課しているゼミナールもあり，理論系，政策系，地域行政

系などのゼミナールとともに，本学部のゼミナール構成の

多面性を示した内容となっている。一方，外国語教育につ

いては，学生のニーズに対応するためにいずれの外国語

も第一外国語として選択できるようにし，学習効果を高め

るため，すべての外国語の教育に半期履修制を導入して

いる。さらに，指定クラス以外の英語の授業を内容やレベ

ルによって選択できるようにした。英語力の集中強化プロ

グラムとしてＡＣＥを設置した。 

 

・長所 

 多様なゼミナール構成は，学生の選択肢を豊富にして

いる。また，語学教育でも第一・二外国語の区別を無くし，

選択の幅を広げたことにより，学習意欲を向上させる効果

をあげている。 

 

・問題点 

 語学のしばりをなくし，選択肢を増やしたことにより，ドイ

ツ語，フランス語などの選択が激減し，中国語，スペイン

語などの特定外国語への選択が集中する傾向が顕著とな

った。 

 学生の需要に応じた少人数教育

の実現は急務のことであるが，そ

れには大規模授業の分割，兼任

講師の増員などの予算的措置が

必要である。また教室の確保など

，他学部との連携も不可欠である

。これについては，本学部の「年

度計画書」に基づいて改善を図っ

ていく。 

●外国語授業の適正規模の観点

からクラス編成を再検討し、2009

年度より、これまでの32クラスを35

クラス編成に増やすことが決定さ

れた（「2009年度教育・研究に関

する長期・中期計画書」）。 
 

○ 多様なマルチメ

ディアを活用した授

業の導入状況とそ

の運用の適切性 

・現状 

 本学はわが国の大学でもっとも先進の情報環境を有し

ており，さらにＯｈ－ｏ!Ｍｅｉｊｉシステムを基盤とした最先端

のクラス・ウェブと学生３万５千人個々人のポータル・ペー

ジを運用している。学生はあらゆる教育情報と大学生活情

 Ｏｈ－ｏ! Ｍｅｉｊｉシステムが，今後

一層改善され，操作等が改良され

れば，利用する教員は増加すると

思われる。そのためにも関係部署

への働きかけとともに，システム改
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報をこのシステムから取得できる。本学部は，本学の中で

も教員の利用が最も高い学部であり，学生も約７割が活用

している。また，上記のシステムについては教員の多くが

利用しており，授業でも積極的に活用しているほか，履修

学生へのメッセージ，レポート提出などの情報を常時，ポ

ータル・ページに掲載している。 

更に、ACE（英語コミュニケーション力強化プログラム）

においては、専任教員が開発した自習ソフトや教材を使

ったコンピュータによる自習を全履修者に課し、個々人の

ペースに合わせた学習を促すとともに、学習の進み具合、

到達度などをモニターしている。 

 

・長所 

 Ｏｈ－ｏ! Ｍｅｉｊｉシステムの導入により，学生・教員の双方

向による情報の取得，伝達が円滑になった。 

 

・問題点 

 正確な情報の伝達，学生・教員の双方向性をさらに進め

るためには，さらに多くの教員の参加が不可欠である。ま

た，教員個々人のもっている情報の量と質をこのシステム

にどう活かしていくかも問題である。 
ACE などの多くの授業を擁し、情報量の多いマルチメ

ディア教材を使用するプログラムには、Ｏｈ－ｏ! Ｍｅｉｊｉシス

テムは対応しきれていないのが現状である。 

良のアイディアも提供して適切な

運用を行っていく。 

●ACE においては、2009 年度

中に ACE 専用のホームページを

開設することにより、履修者共通の

マルチメディア教材や、履修、発

表会情報などをより円滑に学生に

提供し、かつ学生、教員の相互の

情報交換を促進できるよう努めて

いく。 

○ 「遠隔授業」によ

る授業科目を単位

認定している大学・

学部等における，そ

うした制度の運用の

適切性   

・現状 
 本学部では，教育の基本は対面教育にあると考えてい

る。そのため，教育効果の十分に検証されていない「遠隔

授業」の導入は考えていない。また，ＩＴ環境の利用は，あ

くまでも「支援システム」と位置づけている。 

 

・長所 

 対面教育の優れたところは，学生・教員がともに直接的

に情報を共有でき，疑問等を即座にぶつけることができる

点にある。相手の目を見て授業を行うことは幼児教育から

はじまり，大学あるいは大学院教育において最も重要な点

である。 

 

３年卒業の特例に関する目標 

 ３年卒業については，その利点，難点ともに精査する必要がある。現時点では，本学大学院進学（研究者養成コー

スのみ）を条件として飛び級制度を実施している。ただし、その場合でも制度として「３年卒業」特例を認めてはいない。

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

・ ４年未満で卒業も

しくは大学院への

進学を認めている

大学・学部等にお

ける，そうした制度

の運用の適切性  

・現状 
 本学部では 4 年未満での卒業は認めていない。 

●「早期卒業制度」の導入

については以下の理由により

見送ることとした（2009 年 3

月 14 日教授会決定）。 

（１）現行制度でも学部およ

び大学院在籍期間 5 年による

卒業を目指すことができる。 

（２）新カリキュラムの理念か

らしても学部では 3・4 年生の
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2 年間を卒業論文作成指導の

時間としたい 

 

③国内外との教育研究交流  

国内外との教育研究交流に関する目標 

本学部は３学科を擁しているが，とりわけ政治・経済両学科には国際関係を専門とする教員が多い。また，外国文学

を専門とする教員も研究対象としている当該国と密接な関係を持っている。それゆえ，本学部では国際交流の推進は

自明のことであり，国際的視野にたっての教育・研究を大きな柱とし，目標としている。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ 国際化への対応

と国際交流の推進

に関する基本方針

の適切性  

  

・現状 

 本学部では，国際交流センターを中心として学生交流・

学術交流を推進している大学と連動した対応を行ってい

る。たとえば，2002年に学長の下に「国際協力支援委員

会」が設置され，主として公的機関による発展途上国への

援助活動に協力する体制が確立されたが，本学部では20

01年からの３年間にわたり，延べ５名，ラオス国立大学，ラ

オス国立行政学院に専任教員を派遣し，大きな成果を上

げた（ＪＩＣＡ，国際交流基金）。さらに，2003年度には，ラオ

ス人民民主共和国ピマソン教育大臣が本学の招待で来

日し，本学部を中心に大学での教育・研究・運営につき研

修を行った。 

 このほか，国際交流センターの招聘プログラム（短期・長

期）を利用して，過去３年間に延べ５名の外国研究者が本

学部で講義を行っている。また，教員個々についても教育

・研究交流は盛んに行なっており，本学部の専任教員は，

昨年度実績で30件以上の国際学会での発表等が行われ

ている。 

 学生の交流レベルでは，本学部を基礎とする大学院（政

治経済学研究科）で，過去３年にわたって10名のマレーシ

アからの政府派遣留学生（博士前期課程）を受け入れ，

英語による講義を受講している。また，2003年度からはＪＩ

ＣＡ委託を受けて，エジプト，カンボジア，エチオピア，タ

ンザニアから４名の留学生を博士前期課程に受け入れた

。講義は英語で行われている。マレーシア政府派遣留学

生，ＪＩＣＡ委託留学生のいずれも「専修コース」に在籍し，

『研究報告書』(リサーチ・ペパー)を提出し，所定の口頭試

問に合格すると学位(修士号)が授与される。これらの活動

は学部の教育研究にも大きな刺激を与えている。 

 2007年度には、海外の大学との学部間交流協定締結を

含めた国際交流促進関係事業を実施するために「政治経

済学部国際交流委員会」を設置した。本学部の提案によ

り2007年度に遼寧大学と2008年度にはノースイースタン

大学との間で大学間協力協定が締結された。これに伴い

、初年度は遼寧大学との記念講演会を開催、またノースイ

 国際交流については，教員の個

人的な努力に頼る部分が依然とし

て大きい。学生交流・学術交流に

ついては，国際交流センター等の

制度は整備されているが，これに

関わる業務は事務的内容だけで

なく，教員のコミットメントを多く必

要としている。この意味で，ある一

定期間，教員が専任で国際交流

に対応する体制を講じなければ，

飛躍的な発展を見ることは難しい

。また，留学生の受け入れも，大

学全体として整備を充実させるな

どの取組みが必要であるが，これ

については国際交流センター等と

連携を図りながら，本学部の「年度

計画書」に基づいて改善を図る。 
●2009 年度以降についても

遼寧大学およびノースイース

タン大学との交流を充実させ、

遼寧大学との講演会の継続、

ノースイースタン大学からの留

学生の受け入れおよび本学部

から同校への学生の送り出

し、教員派遣をも計画してい

る。さらにこれら協定校からの

本学部への留学生のために

本大学院政経研究科の講義

科目の受講にも道を開いた。 
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ースタン大学とは「共同プログラム」を発足させ、ノースイー

スタン大学から18名の学生を受け入れた。 

さらに学生の送り出しを推し進める観点から2008年度よ

り「半期留学」を学部として認めた。 

 

・問題点 

 教員の外国派遣，研究交流に比して，留学生の受け入

れは十分とは言えない。また，本学部の学生の海外留学

も積極的に支援する体制が必要である。 

・ 国際レベルでの

教育研究交流を緊

密化させるための

措置の適切性  

・  国内外の大学と

の組織的な教育研

究交流の状況 

・現状 

 学生の交流については，「協定校」及び「認定校」制度（

提携校での修得単位の認定）の利用によって，学生は標

準修業年限内に卒業することが可能となっている。本学部

の学生もこの制度を利用して留学している。一方，学術交

流については国際交流センターが本学教員の推薦による

短期・長期招聘を実施している。 

 

・問題点 
 「協定校」とは本学と学術交流協定を締結している大学

のことであり，「認定校」は協定校以外で本学が相手校で

の単位修得を認定している大学のことである。協定校の場

合，授業料は相互に免除されるが，認定校だと学生は本

学と相手校の両方の学費を支払わねばならず，それが障

害となって認定校への留学は頭打ち状態にある。一方，

協定校についても，日本の物価高と滞在費（宿泊施設費

用）の負担が障害となって利用する留学生少ない。また，

学術交流は，短期・長期のいずれの条件も他大学と比し

て高い水準にあるが，海外の研究者の場合，サバティカ

ルの場合を除けばキャリア・ディベロプメントの関係もあり，

招聘の条件整備を向上するだけではその交流は促進され

ず，全体的な改善が必要である。 

 学生の交流を促進するためには

，たとえば認定校留学での学費減

免措置をとるといった思い切った

措置が必要である。また，提携校

からの留学を促進するためには，

宿泊施設（寮の整備あるいはホー

ム・ステイ制度の確立）の整備が不

可欠である。さらには，日本語講

義にくわえて英語による講義も準

備することが必要となる。 

 学術交流については，大学みず

からが特定の研究課題を設定し，

それに参加する優秀な海外の人

材を一定期間集めるといったプロ

ジェクト方式をあらたに考えてみる

必要がある。こうしたプロジェクトを

通じて研究成果が発信されれば，

大学の国際的認知も高まると同時

に，多くの研究者が集まってくると

考えられる。この意味で，様々な

外部資金の導入も考えるべきであ

る。これらについては，国際交流

センターを中心とした全学的な検

討が必要であるが，本学部の「年

度計画書」に基づいて具体的な改

善を図る。 

４ 学生の受け入れ  

（１）学部等における学生の受け入れ  

学生の受け入れに関する目標  

本学部として如何に優秀な学生を確保するかを目的としているが，それは同時に，如何に優秀な学生を社会に送り出

せるかと表裏となっている。そのためには，多様な入試体制を組み，多種多彩な学生の受験を促す仕組みを作ることが

必要である。その意味で，本学部が目標として取り組んでいることは次の諸点である。 
 ①本学部の受験生に発信する情報内容の精査及びその改良，②現行の入試制度の見直し（指定校の選定基準の見
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直し，受験科目の見直しなど），③志願者数を減らさないための方策と入学者数の確保，④社会人学生の積極的な受け

入れにより一般学生の知的探求を刺激させる，⑤有為な学生を社会に送り出すためのカリキュラムの充実と良質な授業

の提供，⑥留学生の受け入れるためのハード，ソフト両面の改善 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（学生募集，選抜

方法）  

○ 大学・学部等の

学生募集の方法，

入学者選抜方法，

殊に複数の入学者

選抜方法を採用し

ている場合には，

その各々の選抜方

法の位置づけ等の

適切性    

・現状 

 本学部の入学者選抜は，「一般入試」としては一般選抜入

試（３教科），全学部統一入試（４教科）、大学入試センター試

験利用入試（前期では３教科（政治・経済学科）・４教科（全三

学科）・６教科（全三学科）を，後期では３教科（地域行政学科

）・６教科（政治・経済学科））を実施している。また，「推薦入試

」としては付属校推薦と指定校推薦を実施している。さらに、「

特別入試」として帰国生入試，留学生入試、そして今年度（２

００９年度入試）よりこれまでの公募制スポーツ入試とスポーツ

ＡＯ入試を一本化した「スポーツ特別入試」を行っている。 

これらの入試は多様な学生の確保をめざしたものであるが

，志願者数の減少傾向に歯止めがかからない現状において，

入試体制をどのように改善していくかは受験生の確保にとっ

て急務のことである。本学部では，すでに，2005年度センター

利用入試（前・後期）に６教科方式を導入して，一定数の志願

者を確保するなど成果を挙げている。 

 一般入試では，国語･外国語及び選択式の社会科科目（数

学を含む）に関する筆記試験により，基礎学力とともに政治学

･経済学・地域行政学など，本学部で専攻する社会科学全般

の習得能力を判定･評価し入学者を選抜する。推薦入試では

，上記基礎学力と社会科学全般の習熟度を判定するため，付

属校及び指定校における関連諸科目の成績の評価と面接試

験において本学部で専攻する社会科学の基礎的学力並びに

本学部生としての適正を総合的に評価･判定する。特別入試

では筆記試験及び高等学校やその他の高等教育機関での

成績と面接試験による社会科学科目の習得について，適正

に評価･判定する。 

 また，2008年度入試より、公募制スポーツ入試が年1回実施

となるほか社会人入試が「当面募集を停止する」など「特別入

試」に変更が生じた。 

 

・問題点 
 入試制度の変更などによる学部としてのさらなる対応が必要

である。たとえば，現行の特別入試についても，全学規模での

アドミッション・オフィスを中心とした入試への統合，あるいは指

定校選定についても現行の基準ではもれてしまう高校が出て

しまい，あらたな指定校を確保するためには基準の見直しが

不可欠となる。 

優秀な学生の確保は本学部の

みならず全学的な目標である。ど

うすれば学生の確保が実現する

かは，本学部の情報をどのように

伝達できるかでもある。また，入試

制度調査改善委員会等でさまざ

まな入試制度を構築することによ

って，多種多彩な学生を確保でき

るチャンスを増やす。 

（入学者受け入れ

方針等）  

○ 入学者受け入

れ方針と大学・学

部等の理念・目的・

教育目標との関係  

・現状 

 政治経済学部は，学部創設以来，「市民のなかにある，市民

のための学問」を標榜し，教養豊かな専門人を育成し，有為

な人材を世に送り出すことを目的としてきた。そのためには多

種多彩な学生を受け入れ，学生がお互いの知的関心を刺激

 2005 年度センター利用入試か

ら，あらたに６教科方式を導入し，

また 2007 年度実施の全学部統

一入試に対応して，「一般選抜２

教科・調査書方式」を廃止するな

ど，本学部では，年来，入試制度
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○ 入学者受け入

れ方針と入学者選

抜方法，カリキュラ

ムとの関係    

しあうようなキャンパス生活を送ることを支援している。また，当

学部は従来から「方言の聞こえる」学部を標榜し，地方出身の

学生の受け入れを積極的に進めてきた。指定校推薦入試も

それをめざしたものである。 

 一方，あらゆる分野でのグローバル化が叫ばれている今日，

政治･経済の分野においては，それらにともなう情報関連諸科

目の充実が求められ，また，めまぐるしく変転する国際情勢に

対応し，地球環境・エネルギー･食糧危機･人口問題などに対

応する科目の設置など，いまや実に多様なカリキュラムが要請

されている。このことは，本学部からすれば，さまざまな問題を

学ぶことになる入学生に対して，いかに多彩な人材を確保す

るかということでもある。この意味で，センター利用入試で導入

した３・６教科入試は，自然科学分野の基礎学力を問うことで，

文理融合型の学問的流れに適応できる，従来の文系型とは

違う新たな学部生を選抜することを目指したものである。また，

2005年度入試からは，単位認定可能なインターンシップ及び

ボランティア制度（2004年度実施）への受験生参加意欲など

を特別入試などでの面接試験において評価･判定することを

試みている。昨今の数学受験者の入学急増を受けこれら学生

の能力をさらに高めるために２００８年度より「数量経済分析」、

「応用数量分析」の科目をカリキュラムに盛り込んだ。 

 

・長所 

 優秀な学生の確保にはいかにして本学部の正確な情報を

発信できるかである。その点では，これまで『学部ホームペー

ジ』，『学部ガイド』で各種情報を公開してきたが，今春，本学

部学生の編集になる『政経の歩き方』を刊行し，学生の目線で

見た本学部の姿をありのまま掲載し，好評を得ている。 

 

・問題点 
 多様な入試を展開し，学生を受け入れていることは，いわば

入り口の問題であり，次は中身の問題が重要となる。さまざま

な学部情報を発信しているが，それに加えて学部の教育理念

を具現化するカリキュラムの体系化は最重要課題である。この

ことについてはカリキュラム検討委員会，新カリキュラム構想委

員会で不断の検討を行ってきた。また，カリキュラムの充実は

良質な授業が提供できてこそ活かされるのであり，学生のニ

ーズに如何に的確に応え，対応できるかといったハードとソフ

トの問題を充実させねばならない。 

の改善を実施してきた。2006 年

度入試においては，志願者数は

昨年比微増しており，一定の効

果を挙げたと判断できよう。しか

し，18 歳人口の減少は今年度も

続き，これまでの受験者傾向のさ

らなる分析と的確な対応が必要

である。また，そうした入り口の問

題だけでなく，問題点で挙げた，

入学後の中身を如何に充実した

ものにするかといったことが重要と

なっている。このことについては，

執行部をはじめとして，入試制度

検討委員会，カリキュラム検討委

員会などで継続的な審議を行っ

ており，入試制度を含む，全体的

な見直しを進めている。 

（入学者選抜の仕

組み）  

○ 入学者選抜試

験実施体制の適切

性    

 

 

 

 

 

・現状 

 一般選抜入試については，監督業務の一部を他学部教員

の支援を受けていることを除き，入試問題の作成・採点業務

は学部専任教員全員の参加によって行っている。特に，入試

本部を駿河台と和泉校舎の２箇所に設置し，両者で緊密な連

絡をとりながらさまざまな事態に即応している。なお，受験生

から入試問題の質問に対しては入試本部の判断を一元化す

る態勢で臨んでいる。また試験会場には監督者と監督補助者
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○ 入学者選抜基

準の透明性    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を２名以上配置し，受験生の誘導，不測の事態に対応してい

る。 

 マークシート方式採点と採点集計については，専任教員か

らなる「入試運営委員会」を組織し，情報科学関連の専任教

員及び事務職員の緊密な協力を得て，厳正に行っている。こ

のほか推薦入試及び特別入試についても，筆記試験・面接

試験を専任教員が分担して実施している。集計された受験生

の得点は，氏名その他個人情報にかかわる事柄を捨象し，受

験番号順に降順位に整理したうえで，あらかじめ算定された

合格者人数を上位者から選抜し，原案を作成する。その後，

判定教授会において，原案を審議し最終合格者数が決定さ

れる。 

 センター試験利用入試においても同様に既定の実施体制

に即して行われる。まず同様に集計された受験生の得点は，

氏名その他を捨象し，受験番号順に降順位に整理したうえで

，あらかじめ算定された合格者人数を上位者から選抜し，原

案を作成する。その後，判定教授会において原案を審議し，

最終合格者数が決定される。 

 

・長所 

 入試業務は大学の根幹をなすものであり，専任教員全員の

取り組みがあってはじめて円滑な業務が遂行しうる。この意味

で，本学部における入試業務は全般にわたって教職員一体と

なった体制で臨んでおり，遺漏のない運営が行われている。

当面，実施体制が大幅に変更される緊急性はないと考えてい

る。 

 

 

・現状 

 一般入試（一般選抜試験・全学部統一入試・センター試験

利用入試），推薦入試，特別入試の全ての入試について，入

学試験要項が作成され，公表されている。そこには出願資格

，出願条件，出願書類，選考方法等が詳細に記述されている

。選抜の基準は，筆記試験においては得点（客観的な相対評

価），面接試験においては複数の教員による既定の複数の評

価項目からなる得点の集計点（すなわち準客観的な相対評価

）にある。以上のことからも透明性は確保されている。なお，不

合格者への点数の開示は例年実施しており，請求があった場

合は適切に対応している。また，入試問題におけるミスが発生

した場合は，ただちに学部ホームページに公表することに努

めている。 

 

・長所 

 入試の態様に応じた『入試要項』が作成され，公表されてお

り，選抜基準の透明性も検証されている。透明性確保の方法

などを大幅に変更する緊急性はないと考えている。 
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○ 入学者選抜とそ

の結果の公正性・

妥当性を確保する

システムの導入状

況  

 

・現状 

 入学試験における採点・評価の公平性，妥当性を確実なも

のとするために，採点及び合否判定に際しては，受験生の氏

名・受験番号が採点者に分からないようにする措置をとってい

る。また，指定校，付属校の受験生などの推薦入試では面接

試験を採用しているが，その際，面接教員の主観によって受

験生への評価に強い影響を与える事態を回避するために，面

接教員を二人以上とし，複数にわたる評価項目からなる採点

方式を採用している。合否の判定については合議を採用せず

，面接員個々の判定結果を総合する方式をとっている。この

面接試験は，たとえば指定校からの受験生の場合，受験生の

高校等からの推薦状内容を補完するものと位置づけている。

 

・長所 
 現在の方式で問題となるような点はなく，このシステムが大

幅に変更される緊急性はないと考えている。 

（入学者選抜方法

の検証）  

○ 各年の入試問

題を検証する仕組

みの導入状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  入学者選抜方法

の適切性につい

て，学外関係者な

どから意見聴取を

行う仕組みの導入

状況  

・現状 

 入試問題の作成は出題科目に応じた出題グループが編成

され，出題責任者が問題の取りまとめにあたっている。初校，

再校，問題の下見などそれぞれの作業過程で問題にミスがな

いかをグループ全員であたり，ミスの防止につとめている。な

お，現在，作成された入試問題の内容の妥当性，正確さなど

を検証するために，全学的な監修制度が実施されており，本

学部もその制度を活用し，監修委員（本学の専任教員から出

題科目に関しての専門性を考慮して任命される）に専門家の

立場から検討してもらっている。また，入試実施後には外部専

門機関に試験問題の妥当性，正確性を検証してもらうシステ

ムを導入している。さらに入試終了後には，各グループで作

問内容についての反省会を開き，次年度の作成に向けて・問

題点の抽出を行なっている。 

 

・問題点 

 現行のシステムに大きな問題はないが，入試問題の監修委

員が特定の学部あるいは特定の教員に偏りがちな傾向がみら

れ，過重な負担となっている。これについては，早急な改善策

が必要である。 

 

・現状 

 大学全体として，学外の専門機関に試験問題の妥当性，正

確性を検証してもらうシステムを導入し，問題点の指摘等につ

いて意見を聴取している。本学部も外部専門機関による入試

問題の検証を行っている。 

 

・長所 

 なによりもミスの防止が最重要課題であるが，外部専門機関

 上記の他学部教員による入試

問題の監修制については特定の

教員・学部に過重な負担にならな

い方策を立てる必要があり，教務

部委員会，入学センターなどを中

心とした検討を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 現行の監修制度，外部専門機

関による入試問題の検証システ

ムは始まったばかりであり，そこで

培われたノウハウ，蓄積された資

料を如何に活用していくかは今

後の問題となる。もちろん，この制

度は今後とも継続していくが，依

頼する外部機関が特定化するこ

とのないようにする選定基準を設

けることについて入試制度調査
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による入試問題の検証システムの導入によって，ミスが発見さ

れた場合の即応体制が構築された。 

 

・問題点 
外部専門機関に依頼しても，出題ミスを発見できない場合が

ある。 

改善委員会等で検討する。 

（ AO 入試（アドミ

ッションズ・オフィス

入試））  

・  AO 入試（アドミ

ッションズ・オフィス

入試）を実施してい

る場合における，そ

の実施の適切性  

・現状 

 2004年度入試から本学でＡＯスポーツ入試が実施され，本

学部も同年度よりスポーツにおいて特筆した成績を上げた学

生に限定して実施してきたが、2009年度入試より廃止され「ス

ポーツ特別入試」に一本化された。 

 

・問題点 
 ＡＯ入試を一般受験生に拡大したい希望は年来よりあるが，

その実施は一つの学部の範囲を越えるものであり，この点に

ついて 2005 年度版「教育・研究に関する長期中期計画書」

上で，「ＡＯ入試は学部単位で行うものではなく，大学全体で

アドミッション・オフィスを設置し専任の教職員や期間限定型

の専従教員を配置していくべきと考える」と指摘したところであ

り，依然として問題への解決に至っていない。 

 「時代の趨勢はAO入試実施を

規定のものとしているが、であれ

ばこそ、その導入に対しては慎重

かつ全学的な立場に立った審議

が必要であろう。」（２０１０年度「政

治経済学部教育・研究に関する

長期・中期計画書」） 

（飛び入学）  

・  「飛び入学」を実

施している大学・学

部における，そうし

た制度の運用の適

切性  

・現状 
 現在，本学部では「飛び入学」を実施していない。 

 

（入学者選抜にお

ける高・大の連携）  

・  推薦入学におけ

る，高等学校との

関係の適切性  

・  高校生に対して

行う進路相談・指

導，その他これに

関わる情報伝達の

適切性  

・現状 

 現在，本学の付属高校（明治高校，明大中野高校，明大中

野八王子高校）から生徒を付属高校特別推薦入試によって

受け入れている。本学部が学科（政治・経済・地域行政の３学

科）ごとの定員を当該高校に示し，各高校はそれぞれ生徒の

希望を参考にしながら学業成績に応じて受験学科を割り振る

。入学試験は面接と高校が提示した受験生の成績，担任の推

薦書を参考としながら合否の判定がされる。 

 また，本学部では学科選択及び入学前・入学後における学

習の方向付けの一助として付属高校生を対象とした公開授業

を2004年度から行っており，大学での授業を疑似体験しても

らうとともに，学部・学科の正確な情報を伝えている。なお，付

属高校生の面接に先立ち，当該高校側との生徒の成績等を

中心とした話し合いをもち，高校側の希望，大学側の希望を

それぞれ意見交換し，相互の情報を密にしている。 

 なお，現在，原則として和泉校舎で本学部が開講している

専任教員の全授業を公開している。このほか，明治高校の自

主選択講座，特別課外講座に学部専任教員を派遣している

。 

 一方，指定校は年々増加し，多彩な学生を受け入れる大き

な存在となっている。入試に際しては，面接と内申書，学業成

 公開授業については，一般授

業以外にゼミナールへの参加や

研究室の公開を検討している。特

に本学で実施している明治高校

生を対象としたプレカレッジプロ

グラムについては，和泉に設置さ

れている教養演習への参加を実

施している。進路相談会の拡充，

公開授業の充実，学部ホームペ

ージでの情報発信の強化も行う。
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績などを含んだ資料を参考としながら合否の判定がなされて

いる。 

 大学・学部開催の進路相談会が実施され，多くの受験生を

集めている。その際には，本学部の多数の授業が公開されて

いる。高校からの要請を受けての出張模擬授業も年々実施高

校が増加しており，本学部の内容紹介の重要な機会となって

いる。大学のホームページにより，カリキュラム，教員の情報が

公開されており，本学独自の学内情報システムの一部が公開

されシラバスなども一部公開されている。 

指定校推薦では，これまで①学業成績のほか，②課外活

動（生徒会など），③学外での顕著な活動（スポーツなどを含

む）といった３つの基準をもとにした推薦となっていた。しかし，

ほとんどが学業成績を推薦基準としており，②，③による推薦

は近年，ほとんどなかった。学業の場合，入学後の成績と推

薦時の成績に開きのあるケースが見られ，推薦時の成績評価

の甘さが見て取れた。以上の点を改善し、2008年度指定校推

薦入試より推薦分野を①の学業分野のみに限定した。また入

学時に実施するTOEICのスコアを指定校見直しの基礎資料と

することとした。 

 

・問題点 
付属高校および指定校からの推薦入学生の入学後

の学力の向上に十分配慮した情報交換、連携が必要

である。 

（社会人の受け入

れ）  

・社会人学生の受

け入れ状況  

・現状 

2008年度以降、社会人特別入試は当面募集を停止している

。 

・問題点 
 

  
 

 

[社会人の受け入れ状況]                             （単位：人） 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

全入学者 1251 1146 1271 

社会人入学者 19 13 実施せず 

社会人割合％ 1.5% 1.1%  
 

（科目等履修生・聴

講生等）  

・  科目等履修生，

聴講生等の受け入

れ方針・要件の適

切性と明確性  

・現状 

 従来から，本学の好立地条件もあいまって積極的に受け入

れており，面接試験を通して適切な履修を方向付けている。 

 

・長所 
当該学生は学習意欲が旺盛であり，履修目的も明確であ

り，一般学生に対して大いなる刺激を与えている。現体制を大

幅に変更する考えはない。 
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（外国人留学生の

受け入れ）  

・  留学生の本国地

での大学教育，大

学前教育の内容・

質の認定の上に立

った学生受け入

れ・単位認定の適

切性  

・現状  

 受け入れ数については、下記の図を参照のこと。 

本学「外国人留学生入学試験要綱」に則し，年齢条項，既

就学条項，本国での大学入学資格条項に適合した者に，小

論文と面接試験を課し，日本留学試験の，「総合科目」もしく

は「数学」の得点を考慮して受け入れている。 

 

・問題点 

 2006年度12名，2007年度14名，2008年度は12名であったが

，一層の拡充が望まれる。留学生用の学生寮などの施設面の

不備，奨学金等，生活面の支援体制の脆弱さなどが影響して

いるものと思われる。 

 

 

 本学部としても日本人学生の知

的関心を刺激し，啓蒙するために

も優秀な留学生の受け入れを積

極的に進めていくが，奨学金や

学費補助，生活環境の整備など

をこれについては学生部や国際

交流センター等と通じながら，本

学部の「年度計画書」に基づいて

改善を図る。それらは入学後の留

学生に対するサポート体制に充

実化と不可分に結びつくものであ

るからである。 

 

[外国人留学生の状況]                             （単位：人） 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

全入学者 1251 1146 1271 

留学生入学者 12 14 12 

留学生割合％ 1% 1.2% 0.9% 
 

（定員管理）  

○ 学生収容定員と

在籍学生数，(編)

入学定員と（編）入

学者数の比率の適

切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 2003年３月の大学設置基準の見直しにより，二部定員の一

部を昼間に振り返ることが可能になった。その結果，当初予定

していた昼夜開講制の導入を取りやめ，７講時制によるフレッ

クス制を導入した。このことに伴い，本学部の定員は1070名と

なり，120名の増加となった。以下に，2002年度以降の総学生

定員の充足率を示すが，カッコ内は新入学生定員充足率で

ある。なお，在学者数の適正規模を維持するために各年次に

おいて入学者数を管理している。 
 

総学生定員に対する年度別充足率 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

1.18 1.20 1.11 1.10 1.14 1.12 1.16 

(0.81) (1.19) (1.00) (1.16) （1.01） （0.93）  

 

・問題点 

 定員の増加は大規模授業の増加を引き起こしている。その

ためにも可能な限り単年度で定員に近似した入学者が確保

できるように努めたい。過去のデータを分析し，また各年度の

他学部及び他大学の受験状況の情報収集を行うことで，合格

発表者の歩留まり率（入学手続き者と合格者の比率）の予測

に正確を期する必要がある。 

 

 

 適正規模との関連で，１クラス

40 人体制を実現したが，さらに言

語教育での 30 人体制の実現に

関しては，和泉校舎新教育棟の

完成によって，一部であるがそれ

にふさわしい規模の教室を確保

できた。なお，今後とも定員増に

見合った和泉地区における教育

環境の充実化をめざすが，それ

に関しては，当学部の「年度計画

書」に基づいて一層の改善を図

っていく。 
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○ 著しい欠員ない

し定員超過が恒常

的に生じている学

部における対応策

とその有効性  

・現状 

 著しい定員超過は中期的には生じていない。 

 

・長所 
さまざまな入試形態でそれぞれの定員の割り振りを毎年精

査しており，定員超過に対応するシステムができている。  

 

[学生収容定員（入学定員）] 各年度 5 月 1 日現在                 （単位：人・％） 

入学年度 入学定員 入学者数 超過率 

2006 1251 116.9 

2007 1146 107.1 

2008 

1070 

1271 118.8 

 

 

[収容定員と在籍学生数の比率]  各年度 5 月 1 日現在               （単位：人・％） 

 

年度 収容定員 在籍者数 超過率 

2006 4865 113.7 

2007 4803 112.2 

2008 

4280 

4980 116.4 
 

（編入学者，退学

者）  

○ 退学者の状況と

退学理由の把握状

況    

 

・現状 
 退学者の発生は以下のとおりである。このような中途退学の

理由として無視できない大きさになっているのが，経済不況に

よる学費未納及び滞納による退学である。学部では，退学者

の経済状態の改善による復学希望に対しては面接試験の実

施などにより対応している。 

 

 

・問題点 
 中途退学者のすべてが経済不況による学費未納ではない

が，退学理由の大半を占める経済的事情に学部としてどのよ

うに対応できるか，解決の糸口を見つけることが必要である。

また，ひきこもり等の精神面の問題を抱えての退学も少なくな

い。 

 経済的事情による退学者に学

部独自の財政による緊急奨学金

（貸与）などを制度化する必要が

ある。また，内面的な悩みを抱え

ている学生に対しては学生相談

などが窓口となっているが，それ

だけでなく，当該学生の周囲にい

る学生からそうした状態を察知で

きるようなシステムの構築が可能

かどうか役職者会等で検討する。

 

 
 

 

［退学理由］                                       （単位：人） 

年度 病気 
一身上都合

･その他 
他大学入学 経済的理由 飛び級合格 合計 

2006 5 47 20 ２ 0 74

2007 1 31 18 ３ 0 53

2008 ６ 25 17 0 0 48
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・  編入学生及び転

科・転部学生の状

況 

・現状 

 本学短期大学及び二部の学生募集を停止した結果，現在，

編入・転部等の学生の減少が認められる。 

 

・問題点 
 編入・転部等の学生が減少していることを，単純に短期大

学・二部学生の募集停止に関連づけると，現状の分析を誤る

ことになる。それらが一因であるにしても，肝心なことは本学部

の実態を如何に外部にＰＲするかという視点が欠如しているこ

とが問題である。本学のおかれている立地などの条件は大い

に魅力あることであり，編入生，転部生の要望に応えられる体

制をつくることが重要である。 

上記の問題点を少しでも改善す

るためには，本学部の魅力をどの

ようにして外部に発信するかであ

る。そのためには，学部の何をＰ

Ｒするのか，またどのような方法で

ＰＲするのかなどについて学部に

設置されている広報委員会等で

検討する。 

 

[編入，学士入学，転部・転科・（転専攻） 入学者数]           （単位：人） 

種別 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 

編入学生 54 14  10  5  

学士入学者 0 0  0  0  

転部・転科・（転専攻） 0  0  0  0  

   ※2008 年５月１日現在 

 

（２）大学院研究科における学生の受け入れ （略）  

 

５ 学生生活  

学生支援に関する目標 

 充実した学生生活を送るための全般的な枠組みを構築することが主な目的となる。そのために必要とされることは，

経済的支援，就職支援，健康保持や心のケアのための制度等ハード面の整備はもちろん，学生に対して迅速に柔軟

な対応を行えるようソフト面の充実を図ることである。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（学生への経済的

支援）  

○ 奨学金その他学

生への経済的支援

を図るための措置

の有効性，適切性  

・  各種奨学金への

アクセスを容易にす

るような学生への情

報提供の状況とそ

の適切性  

・現状 

 明治大学奨学金や日本学生支援機構奨学金等による

奨学金制度が大学で確立されている。2004年度には新た

に特別給付奨学金Ｂが政経学部の入学者に適用された。

また，2005年度から入学後の成績優秀者に給付される学

業奨励給費奨学金が設置され，学生の勉学意欲の向上

に貢献すると思われる。 

 

・問題点 

本学部には岡野加穂留フレンド会奨学基金が設立され

ているが，その果実を学生に給付するに至っていない。 

 問題となっている岡野加穂留フ

レンド会奨学金については、基金

規模が小さく、その果実を奨学金

として支給できる可能性も小さい。

また、本学の奨学金制度は全国

の大学と比較しても非常に充実し

ており、学部単位で奨学基金をも

つ必要性はほとんどない状況にな

っていることを踏まえ、これを学部

の教育振興基金等に吸収すること

などによってその有効利用を図っ

ていくこととする。 
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（学生の研究活動

への支援）  

・  学生に対し，研究

プロジェクトへの参

加を促すための配

慮の適切性  

・  学生に対し，各種

論文集およびその

他の公的刊行物へ

の執筆を促すため

の方途の適切性  

・現状 

   『政経セミナー』を定期刊行し、ゼミナール所属学生に

とっての研究発表の場となっている。年に一回ゼミナール

発表会を秋開催している。 

 

・長所 

   ゼミ参加学生にとってはゼミ活動の一環として貴重な

研究発表の場であり、研究活動への意欲を高めるものとな

っている。 

 

・問題点 

多くのゼミの参加がみられるが、一層の充実が課題であ

る。  

ゼミナール協議会と連携しゼミ

ナール発表会開催の広報活

動の一層の充実を図る。 

学生相談に関する目標 

学生が充実した学生生活を送るために欠くことのできない健康・学習・進路・生活環境等の問題に対して

助言し快適な学生生活を支援していくことを目指す。 

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（生活相談等）  

○ 学生の心身の健

康保持・増進及び

安全・衛生への配

慮の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ハラスメント防止

のための措置の適

切性  

 

・現状 

 大学に「学生相談室」が設置されており，本学教員も相

談室員として，全学的な観点からこの問題に取り組んでい

る。本学部においては，オフィス・アワーがこの問題を兼務

している部分がある。さらにクラスやゼミの担当教員が個

別に相談に応じている。このほか，学生部委員が学生生

活全般について生起する諸問題の処理にあたっている。

 

・問題点 

 学生相談室はまだ設備も人材も不足している。オフィス・

アワーはまだ利用が少ない。とりわけ，学生自身が抱えて

いる「心の問題」に適切に対応できる体制作りが急務であ

る。 

 

・現状 

 啓蒙パンフレットや学内，ＨＰなどでの掲示を通じて，ハ

ラスメントに対する警鐘，その防止に努めているほか，演

習担当の教員は，日常の演習において随時，ハラスメント

の問題を提起し，啓蒙に努めている。 

 

・問題点 

 問題の重要性に対する意識が，まだ充分に根付いてい

ない。 

 本学部に任意で設置されている

オフィス・アワーを整備・拡充する

ことが必要とされる。また，学生相

談室の人的・物理的（相談室スペ

ース）拡充を求めていきたい。加え

て，心の病に対する対応は，現在

，全学的な取り組みとしてスタート

の緒についている。 

 

 

 

 

 

 

 さらに学生に周知徹底するため

の啓発活動に努める。 

 

 

 

 

 
 

・  生活相談担当部

署の活動の有効性  

・  生活相談，進路

相談を行う専門のカ

ウンセラーやアドバ

・現状 

 当該学生については，その程度に応じては本学部の学

生部委員が対応するが，個々の教員が対応しているケー

スも多い。また状況によっては，執行部で対応することもあ

 左記の問題点については，ゼミ

ナールやクラブなどに所属する学

生を通じて把握につとめている

が，いずれにも所属していない学

生への有効な情報のキャッチにつ



政治経済学部 39/68 

イザーなどの配置

状況  

・  不登校の学生へ

の対応状況  

 

る。なお，不登校事例については，学部グループ職員が

積極的に対応しており，父母，友人などからの情報提供を

受けて適切に判断している。 

 

・問題点 

不登校事例では情報をいかに早くキャッチするかであ

るが，それについては下宿生の場合，実態の把握が難し

く，対応が遅れるケースがある。また，父母からは，クラス

担任が現状の把握ができないのかとの指摘がある。  

いて学部執行部で検討している。

・ 学生生活に関す

る満足度アンケート

の実施と活用の状

況 

・現状 

とりわけ，スポーツ入試による入学者については，年 1 回

アンケートを実施し，それを踏まえて部活動と勉学の共存

を図るための学習指導を行っている。 

 

・問題点 

スポーツ入試学生だけではなく一般の学生に対

してもアンケートが恒常的になされる必要がある。 

現在新入生についてはアン

ケート調査が実施されている。

今後アンケートの対象を広げ

る。 

就職指導・キャリア形成支援に関する目標 

学生の能力や特性が十分に生かせる進路や職業選択を支援することを通じて、学生の職業感および職

業に関する知識・技能を涵養し、主体的に進路を選択できる能力を持つ社会的に有用な人材を輩出す

ることを目指す。 

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（就職指導）  

○ 学生の進路選択

に関わる指導の適

切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 2005年度に設置された２年生を対象とした科目「キャリア

デザイン総合講座」に加え，３年次の科目「企業実習（ビジ

ネスインターンシップ、企業研究）」や1～４年次の「社会実

習」、それに地域行政学科３年次の「地域研究インターシ

ップ」が設置されており、さらに３年次には「女子学生就職

支援懇談会」や「就職支援セミナー」が開催されている。そ

れにより学生の職業に対する適性の確認や意識の向上が

図られている。さらに，本学部には総合政策研究所（行政

研究指導室，基礎マスコミ研究室，地域産業研究室，ＮＰ

Ｏ研究室）が設置されており，そこで学生の就職や資格試

験のサポートを行っている。2008年度カリキュラムの導入

に伴い、公務員養成、ジャーナリスト育成などの「育成プロ

グラム」をカリキュラムの中に有機的に組み入れた。 

 

・長所 

 全学的な就職キャリア支援センターが設置されたが，本

学部ではそれに先立って学生にむけての就職支援をスタ

ートさせ，学生の就職活動前の取り組みに予想以上の効

果をあげている。 

 

・問題点 

 １年次へのキャリア支援をどのようにすべきか十分な方

策が現状ではない。 

 さらに，各種の資格試験や検定

試験をサポートするためのカリキュ

ラム改革を含めた取り組みを行っ

ている。 
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○ 就職担当部署の

活動の有効性  

 

 

・現状 

 定期的に刊行される『就職概況』について，教授会等に

おいて担当委員より説明を受け，学生の就職支援のコン

センサスを図っている。 

 

・問題点 

就職に関する教員サイドの啓発に欠ける。 

 

 

講義、ゼミナールを通じた就

職活動へのコミットを強める。

・ 学生への就職カ

イダンスの実施状況

とその適切性  

 

・現状 

 本学部では「就職支援セミナー」を開催し，自己ＰＲ作成

，面接対策などの講義，企業人事担当者の講演などを通

じて職業意識の涵養を図っている。さらにさまざまな業種

で活躍しているＯＧを招いての懇談会を開催し，一人ひと

りのキャリアプランをともに考えていく，「女子学生就職支

援懇談会」を実施している。これらの就職支援体制は就職

課との連携を密にすることによって効果をあげている。 

 

・問題点 

現状では特にないが，セミナーの内容をより魅力的なも

のにするための方策が必要である。  

 さらに就職課との連携を密にし，

またセミナーでの内容を充実させ

ていく。 

 さらに多くの学生の参加を促す

ためのＰＲの方法を充実させ，学

生に対するアンケートを実施す

る。 

・ 就職統計データ

の整備と活用の状

況 

・現状  

 

・長所  

 

・問題点  

 

課外活動支援に関する目標 

充実した学生生活にとって、また学生の主体的自主的活動の一環をなすものとしても課外活動は欠くこ

とができない。これを支援し学生の自立心の高揚を目指す。 

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（課外活動）  

○ 学生の課外活動

に対して大学として

組織的に行ってい

る指導，支援の有

効性  

 

・現状 

 学生部主導により全学的体制で学生の支援・指導を行

っている。毎年本学部ゼミナール協議会主催になる球技

大会が開催され，多くのゼミナールが参加している。また，

本学部内にはスポーツ委員会が設置されており，スポー

ツ推薦入学者を対象に勉学上や生活上の指導を行って

いる。さらにまた，スポーツ推薦入学者を対象とする語学・

外国書講読・健康運動科学の科目が設置されている。 

 

・問題点 

 スポーツ推薦入学者の勉学を支援するＴＡ制度があるが

，その制度が十分に活用されているとは言えない現状で

ある。 

 スポーツ推薦入学者に対する修

学状況を把握するために，スポー

ツ委員会や健康・運動科学の教

員が中心となりサポートや指導に

当たる。また，全学的にも学習支

援制度があり，その効果的な運用

を果たしていかねばならない。 

 

・  資格取得を目的

とする課外授業の

開設状況とその有

・現状 

 本学部に設置されている総合政策研究所において，公

務員試験対策のためのサポートを行っている。試験対策

 さまざまな公務員試験に対応す

るために，科目ごとの時間数を増

やす。 
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効性 のために多岐にわたる科目を設置し，より実践的な指導を

行っている。新カリキュラム導入に伴い「育成プログラム」

をカリキュラムの中に有機的に組み入れている。 

 

・問題点 
 指導に当たる時間数が依然として不足している。 

・ 学生代表と定期

的に意見交換を行

うシステムの確立状

況 

・現状 

ゼミナール協議会のあり方の改善を求め，ゼミナール協議

会と教員委員との間で協議を続けている。 

 

・問題点 

ゼミナール活動を一層活性化させるための協議会として

それにふさわしいあり方を探る。  

ゼミナール活動の一層の活性化

を目指し，ゼミナール協議会との

間で連携を密にする。 

 

６ 研究環境  

研究活動に関する目標 

本学部では，政治学と経済学との有機的な連携を図る中で，国内外の政治・経済現象を総合的に分析することを最

大の目的としている。さらに，こうした専門的な研究に強力な基盤を与えることを目指すものとして，１・２年次で展開され

る一般教養教育を位置づけている。この意味で，本学部での研究活動は，極めて学際的な性格を備えているといえる。

 このように，本学部には学部教員の研究活動を支援する組織が重層的に整備されており，各教員は個人研究・総合

研究を問わず，積極的な研究活動を展開する機会を得ている。また，学術研究を目的とした募金活動なども積極的に

実施されており，それによる教員の研究活動を支える財政的基盤の整備も進められている。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（研究活動）  

○ 論文等研究成

果の発表状況  

 

・現状  

下記の表を参考のこと。 

 個人の研究者レベルで，活発な論文発表活動が行われ

ている。それぞれの教員が所属する学会誌，一般雑誌，学

内研究雑誌，さらには国際的なジャーナルへの発表も数

多く存在する。国内外の出版社から公刊される著作活動も

活発であり，増加の傾向にある。 

 また，2003年に学部創設100周年を記念して総合研究「

国際地域の社会科学」がスタートしており，専門科目担当

教員と一般教養科目担当教員が議論を重ね，共通のテー

マの下に叢書を公刊することを目的に研究活動が行われ

ている。 

 さらに，本学部創設100周年を記念した募金活動を実施

し，学内外からの募金を原資として個人研究（2006年度よ

り実施）と総合研究（上記）を企画・実施している。この他に

も，本学部の研究雑誌の『政経論叢』が定期的に刊行され

，学部教員の最新の学術論文を掲載しているが，2006年

度からは学外者の論文の応募も可能となり，それにともな

い査読委員会を設置してレフェリー制を明確にし，その審

査を経た論文のみを掲載することとなった。これによって研

 大学全体で実施されている，「特

別研究員制度」（１年間の授業免

除）の活用や，セメスター制度の導

入による集中講義等による研究時

間の確保等の可能性を含めた検

討を進めている。 

 なお，文部科学省の支援による

総合的な研究は時限的なものであ

り，大学・研究機関には自前で継

続研究する努力が求められている

。そのためには各研究室（下記に

記載）で行っている委託研究等も，

その量的拡大を図る必要が生じて

おり，さらには，2006年度導入した

『政経論叢』への査読制度を通じ

て，『政経論叢』の学術雑誌として

の質の向上を図る必要もある。そ

のほか，各種機関，民間団体，企

業との連携によって，すでに進行

中の研究を継続する方策に取り組
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究論文の質の向上が図られることが期待される。 

 

・長所 

 個人的な論文発表だけではなく，学部として総合的な研

究を促進していることも特筆すべきことである。また，国際

的なジャーナルへの発表が増加傾向にあることも評価でき

る。 

 

・問題点 

 発表論文は増加しつつあるものの，大学・学部内行政，

教育に多くの時間を割かれることも多く，研究の質を上げ

るための時間配分をはじめ各種委員会の効率的な運用が

必要である。 

むとともに，外部の研究者からの『

政経論叢』への投稿を促す。 
 

  

 

[2008 年度の発表件数]                            （単位：件） 

研究業績 
学科等 教員数 

研究論文 学術書 学会発表 褒賞 

博士学位 

授与数 

教養科目等  28 5 11   

政治学科  14 10 9   

経済学科  8 3 4   

地域行政学科  2 2 0   

合計  52 20 24   

 

・  国内外の学会で

の活動状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  当該学部・研究

科として特筆すべき

研究分野での研究

活動状況  

 

・現状 

 国内外を含め，30を超える学会や研究会に所属し，理事

や委員を務めている。また，国内の学会での発表は若手

の教員を中心として増加の傾向にある。ベテランの教員で

は，分科会の司会，コーディネーター等を行っているもの

が多い。 

また，国際学会での発表については，2005年度の実績

で，10名の教員が延べ16件行った。2006年度は9名、18件

，2007年度は6名、10件、2008年度は12名、19件であった

。 

・長所 

 本学部では，国外での学会発表等を積極的に奨励して

おり，授業期間中の発表等に関しても，補講を条件に積極

的に認めている。また，国連等の各種研究機関での活動（

兼職）も認める環境が整備されている。 

 

・現状 

 本学部創立100周年事業の一環として企画された共同研

究は，学部教員を「国際的な地域の研究」というテーマの

下に組織し，学際的な研究を推進するプログラムである。

学部の特性を生かし，社会から

要請されるトピックなテーマに常時

取り組めるシステムの構築を目指

す。 
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・  研究助成を得て

行われる研究プロ

グラムの展開状況 

 

すでに「政治家のオーラルヒストリー」である『若者と語る』（

2004年，毎日新聞）では，村山富市元首相，後藤田正晴

元副総理との対談を通じて，歴史の転換点となった政治的

裏舞台を明らかにした。また，2004年度に発刊した『アメリ

カの光と闇』（2005年，お茶の水書房）では，あたかもグロ

ーバルな普遍性を獲得したかに見えるアメリカ合衆国を多

角的に分析し，その光と闇の側面を明らかにした。2005年

度は，現代ヨーロッパの実態を広く分析した『ヨーロッパ 

伝統・現状・行方』（2006年，お茶の水書房）が公刊された

。2007年度には、アジアの文化、政治、経済について多元

的な視点から分析を試みた『アジア学への誘い』（御茶の

水書房、2008年）が刊行された。 

 また，文部科学省の「オープン・リサーチ整備事業」によ

る総合研究（「地域産業発展のための企業家・実業家・行

政マン等の育成のための研究プロジェクト」，「危機管理に

対応する行政管理システム確立に関する研究」）が現在進

行中である。さらには，こうした総合的な研究を支援するた

めに，総合政策研究所が新たに設置され，そのなかに置

かれた「地域産業研究室」，「ＮＰＯ研究室」，「国際行政研

究室」が活発に研究活動を展開している。 

 

・長所 

 これまでのところ，順調に推移している。 

 

・問題点 

学部として今後学際的な共同プロジェクトをどう組織して

いくか。 

 

 
・現状 

 文部科学省の学術研究高度化推進事業のうち，オープ

リサーチセンター整備事業に 2003 年度に１件（「危機管理

に対応する行政管理システム確立に関する研究」、２００８

年度より「私立大学戦略的研究拠点形成支援事業」に改

めて指定を受ける），社会連携研究推進事業に 2006 年度

に１件（「ユビキタス商店街プロジェクト」），2007 年度に１件

（「地域企業の人材育成と経営改善のための特定拠点連

携型地場産業振興」）選定されており，本学部の総合政策

研究所内に設置された地域産業研究室，ＮＰＯ研究室等

が，私学助成を受け積極的な活動を展開している。 

 

・長所 
 学部全体の研究的機運の醸成への寄与が期待される。

（研究における国際

連携）  

・  国際的な共同研

究への参加状況  

・  海外研究拠点の

設置状況  

・現状 

 大学全体としては，「国際交流センター」が中心となって

，学術交流を推進しており，本学部としては，大学の動き

に合わせた対応を行っている。また，2002年には，学長の

下に「国際協力支援委員会」が設置され，主として公的機
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関による発展途上国への援助活動に協力する体制が確立

された。2001年からの３年間に，本学部では延べ５名，延

べ３年間にわたってラオス国立大学，ラオス国立行政学院

に教員を派遣し，大きな成果を上げている（ＪＩＣＡ，国際交

流基金）。また，2003年度には，ラオス人民民主共和国ピ

マソン教育大臣が明治大学の招待で来日し，本学部を中

心に大学での教育・研究・運営につき研修を行った。「国

際交流センター」の招聘プログラム（短期・長期）を利用し

て，過去３年間に延べ５名ほどの外国研究者が本学部で

講義を行っている。個人レベルでも，教育・研究交流は盛

んで，本学部の教員に限っても，2008年度は20件程度の

国際学会での発表等が行われている。また，2004年度から

ＪＩＣＡからの依頼を受け開発研究を行っているが，2007年

度は「地方行政研修プログラムに係る業務」について行っ

ている。このほか，個々の専任教員も文部科学省の科学

研究費の助成を得て，外国研究機関との共同研究を推進

するなど，積極的な研究活動を展開している。 

 

・長所 
外国の研究機関などとの積極的な研究交流が展開され

ており，その成果も学術雑誌等に報告されるなどしており，

評価できる。 

（教育研究組織単

位間の研究上の連

携）  

○ 附置研究所を設

置している場合，当

該研究所と大学・大

学院との関係  

・  大学共同利用機

関，学内共同利用

施設等とこれが置

かれる大学・大学院

との関係  

・現状 

 本学部教員は本学の付置研究所である社会科学研究所

・人文科学研究所及び科学技術研究所に所属し，当該研

究所からの研究助成を得て，総合研究並びに個別研究を

展開している。本学部の教員は社会科学研究所に65名，

人文科学研究所へ33名，科学技術研究所に2名が所属し

ている。研究成果はそれぞれの研究所において『紀要』，『

年報』誌上に掲載されている。 

総合的な研究を支援するために，総合政策研究所が学

部内に設置され，そのなかに置かれた「地域産業研究室」

，「ＮＰＯ研究室」，「国際行政研究室」が活発に研究活動

を展開している。このほか，大学共同利用研究機関である

国立民族学博物館（独立行政法人）の共同研究員として

本学部教員も参画して成果をあげている。 

 

・長所 
学内だけではなく，学外の諸研究機関との共同研究が

展開されており，その成果も注目を集めており，今後の学

部教員の研究への展望を期待し得るものである。  
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（経常的な研究条

件の整備）  

○ 個人研究費，研

究旅費の額の適切

性  

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教員個室等の教

員研究室の整備状

況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教員の研究時間

を確保させる方途

の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究活動に必要

な研修機会確保の

ための方策の適切

性  

・現状 

 個人研究費，研究旅費の支給額については，おおむね

適切なものである。また，その運用については支出費目等

について弾力的な運用が可能となっている。 

 

・問題点 

 研究費の使途については，上述のように弾力的な運用が

可能となっているが，研究内容によって研究費の使途に相

違が生じる。これについてはより柔軟な支出が認められる

ことが必要である。 

 

・現状 

 現在，和泉・駿河台地区ともに個人研究室が配置されて

おり，通常の研究活動に大きな支障とはなっていない。 

 

・問題点 

 個々の研究室は狭小であり，図書，資料等の設置及び

室内の設備等についての改善が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 専任教員の責任担当コマ数は，教授５コマ，准教授４コ

マ，専任講師３コマを下限としている。それに基づいた資

格に対応して担当コマ数が割り振られており，若手教員に

過重な負担がかからないように配慮している。また，学会活

動，研究活動を可能な限りサポートするような体制となるよ

うに心がけている。 

 

・問題点 

 おおむね適切な状態であるといえるが，大学院での担当

コマ数を含めると過重な負担となっているケースもみられる

。 

 

・現状 

 研究活動へのサポートの一環として，学会参加は２回認

められており，当該出張者が発表する場合には１回の追加

も認められている。また，個人研究費の運用についても弾

力的な配慮がなされている。 

 

・長所 

 研究費のさらなる弾力的運用を求める必要性はあるにし

ても，現状は，おおむね適切な配慮がなされている。 

 研究費の弾力的運用については

，引き続き働きかけていくが，同時

に，教員個々に対しては研究費の

使途について一層の適正化と厳密

性を求めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 和泉地区では研究室の改善につ

いて具体的検討の段階に入ってい

るが，駿河台地区でも，将来に向

けた抜本的検討の必要が迫ってい

る。とりわけパソコン利用について

は研究棟とリバティタワー間での一

体的利用が可能となる措置は是非

とも必要であるが，これについては

本学部の「年度計画書」に基づい

て改善を図っていく。 

 

 

 専任教員の責任担当コマ数の問

題は，個々の教員のコマ数の量的

差としてよりも，カリキュラム全体の

構成とも深く関わり，資格とコマ数

の配分の見直しを含め，総合的に

検討をする必要がある。これにつ

いては，学部だけでなく，大学全

体の問題として取り組むべきである

が，本学部としても「年度計画書」

に基づいた改善を目指していく。 
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○ 共同研究費の制

度化の状況とその

運用の適切性 

・現状 

 本学の社会科学研究所，人文科学研究所，科学技術研

究所が共同研究に係わる予算の配分と執行を行ってお

り，希望者は所定の日時までに共同研究計画書を作成

し，各研究所に申請する。 

 各研究所には次のような共同研究の制度が整備されて

おり，教員が活用している。  

研究所 制度 概要 

2007 年

度 

獲得者 

総合研究 
複数の専門分野にまた

がるもの 
0 名

社 会 科

学 研 究

所 共同研究 

複数の研究者が共通の

研究課題について研究

するもの 

0 名

総合研究 
複数の専門分野にまた

がるもの 
0 名

人 文 科

学 研 究

所 共同研究 

複数の研究者が共通の

研究課題について研究

するもの 

0 名

科 学 技

術 研 究

所 

重点研究 

高度な研究成果を期待

し，個人及び共同の研

究課題に重点的に配分

するもの 

0 名

・長所 

 当該研究助成制度は適切に運用されている。 

 

・問題点 

申請・獲得者数増を目指す。 

（競争的な研究環

境創出のための措

置）  

○ 科学研究費補

助金および研究助

成財団などへの研

究助成金の申請と

その採択の状況  

 

 

・  基盤的研究資金

と競争的研究資金

のバランスとそれぞ

れの運用の適切性  

・現状 

 本学部専任教員の各種助成金の需給状況は以下のとお

りである。2008 年度科学研究費補助金は 11 件が受給。 

 

・問題点 

 科学研究費補助金をはじめ研究助成への申請件数は少

ない。 

 

 

・現状 
 大学付置の人文科学研究所及び社会科学研究所では

学内公募で各種研究助成を行い，応募された研究を審査

して適切な研究助成金を配分している。また，文部科学省

の「オープン・リサーチ整備事業」による総合研究の「地域

産業発展のための企業家・実業家・行政マン等の育成の

ための研究プロジェクト」「危機管理に対応する行政管理

システム確立に関する研究」が現在進行中である。 

 本学部の教員の研究を推進し研

究成果の発表を積極的に展開・公

表するために，研究・知財戦略機

構と連携しながら，種々の研究助

成に申請することをさらに働きかけ

ていく。 
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[科学研究費補助金などの申請・採択状況]  (単位:件)  

 

年度 教員数 新規申請件数 新規採択件数 教員一人あたり採択件数

2005 年度  9 3  

2006 年度  13 9  

2007 年度  7 1  

2008 年度  11 2  
 

（研究上の成果の

公表，発信・受信

等）  

・  研究論文・研究

成果の公表を支援

する措置の適切性  

・  国内外の大学や

研究機関の研究成

果を発信・受信する

条件の整備状況  

・現状 

 本学部教員が研究成果を学術論文として発表する場は

，社会科学研究所・人文科学研究所の『紀要』・『年報』及

び『政経論叢』『教養論集』である。両研究所からの出版助

成を得て『研究所叢書』も刊行されている。また，本学部創

設100周年記念事業としてその基金をもとにして刊行され

ている『研究叢書』などがある。さらに，常時，さまざまな研

究会が開催され，研究成果が発表されている。研究者養

成型助手については，学部主催の研究発表会が開催され

ている。大学院生についても毎年，政治経済学研究科が

主催して「政経学会」が開催され，成果が公表されており，

そこでの発表をもとにした論文が『政治学研究論集』『経済

学研究論集』として刊行されている。 

 『政経論叢』への投稿基準を拡大し，2006年度からは大

学院生，教員ＯＢ等の投稿が可能となった。それに伴い，

投稿原稿への査読委員会を新たに発足し，厳格な査読と

投稿論文のより一層の質の向上に努めている。 

 

・長所 

 それぞれの研究雑誌への投稿には，厳格な査読制を実

施しており，とりわけ院生，助手については論文内容の質

の向上に努めている。  

 
 

 
 

（倫理面からの研究

条件の整備）  

・  研究倫理を支え

るためのシステムの

整備状況とその適

切性  

・  研究倫理に係る

学内審議機関の開

設・運営状況の適

切性  

・現状 
 本学部の教員は社会科学・人文科学・科学技術研究所

のいずれかに属すが，個々の教員の研究が倫理的な問題

を起こすケースはほとんどないものと思われる。このことに

関して，学内的には利益相反委員会が設置されており，当

該委員会での審議・検討が今後なされていくものと思われ

る。基本的に研究に関する倫理面での自制は，教員個々

に委ねられる問題であり，研究者自身のモラルと自己の適

切な判断が求められる。 

 

・問題点 

研究者のモラルについての講

演会、シンポジウムなどの開

催。 
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現行の利益相反委員会だけで対応・解決されるべき事柄

ではなく，研究者としての自覚を恒常的に如何に促すかに

ついての検討が必要である。 

 

７ 社会貢献  

社会貢献に関する目標 

生涯教育社会の到来によるライフスタイルの変化，地域社会・ビジネス社会へ貢献する開かれた大学の展開が求め

られているなか，本学は，社会人教育を目指したリバティアカデミーによる生涯教育の展開，図書館・博物館の開放な

ど社会人教育の場として地域社会との連携を図っている。本学部はその建学から，「冷静に公平に社会の実相を材料

として学理の攻究を試み，独立自由の境地に立って学校の権威を社会に確立していく人材を養成する」ことを目的とし

てきた。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（社会への貢献）  

○ 社会との文化交

流等を目的とした教

育システムの充実

度  

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 公開講座の開設

状況とこれへの市

民の参加の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教育研究の成果

の社会への還元状

況  

・現状  

公開講座の開設状況は以下のとおりである。 

カナダ・ケベック州政府の支援を受けた「ケベック研究」の

冠講座を発足させ，現在継続中である。その他にも，「総

合講座」の一環として，「自治体トップが語る自治体行政と

地域政治」，「日本の選択：『政権交代可能な二大政党制

を日本にも！』」などの講座を開講している。 

 

・長所 

社会へ開かれた大学への一助として当冠講座の意

義は大きい。  

 

 

・現状 
 2007 年度は，リバティアカデミー「明治大学・成田社会

人大学」に年間を通じて延べ３名の本学部教員を派遣し，

好評を得ている。 

 「杉並区内大学公開講座」にも１名の本学部教員を派遣

している。今後は杉並区の学術的研究と情報を担う「杉並

学会」（仮称）を設立していく予定である。その他にも，「鳥

取県連携講座」，「新宮市民大学」等にも講師を派遣して

いる。 

 

・長所 

地域に根ざした大学への試みが図られつつある。 

 

 

・現状 

 これらの各種公開講座の開催は，地域住民だけでなく，

ひろく「市民の大学」，地域に根ざした大学として社会との

交流に大きな成果を果たしている。 

 

・問題点 

魅力あるテーマ設定が鍵である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

魅力あるテーマ設定を図る。 
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［公開講座の開設状況］ 

※シンポジウム、講演会は含めない。公開講座とは、授業に匹敵する学習機会を提供するもの。 

 

年度 年間講座数 募集人員 参加者 平均受講者数 

2006 年 0     

2007 年 0     

2008 年 1 特に定めず 10 10  
 

○ 国や地方自治体

等の政策形成への

寄与の状況  

 

・現状 
本学部の教員のなかには，各自治体の審議会などの

委員として自治体の政策形成に寄与している者もいる。 

 

・長所 

地域行政学科を抱える学部としてその意義は大きい。 

 

 

○ 大学の施設・設

備の社会への開放

や社会との共同利

用の状況とその有

効性 

・現状  

・長所  

・問題点  

 

（企業等との連携）  

・  企業と連携して社

会人向けの教育プ

ログラムを運用して

いる大学・学部にお

ける，そうした教育

プログラムの内容と

その運用の適切性  

・  寄附講座，寄付

研究部門の開設状

況  

・  大学と大学以外

の社会的組織体と

の教育研究上の連

携策  

・  企業等との共同

研究，受託研究の

規模・体制・推進の

状況  

 

※以下、知財機構

のみ対象 

・ 特許・技術移転を

促進する体制の整

備・推進状況  

・  「産学連携に伴う

利害関係の衝突」

に備えた産学連携

にかかるルールの

・現状 

 企業等との連携には，社会連携促進知財本部が主催す

る企業等の参加者と一緒にブレーンストーミング方式で，

ビジネスアイデアに集約していく「御知創（ごちそう）会

議」，地域地場産業機関・商工会議所・校友会などと連携

して開催する「研究・技術交流会」に協力・参加している。

 寄附講座には，本学リバティアカデミーが企業・団体等

からの寄附によって運営する「寄付講座」に本学部教員が

参加し，寄付企業に関係する実務家講師とのコラボレー

ション・プログラムは受講生にも好評である。公開教育事

業を通じて，産業社会・地域社会との交流を積極的に展

開している。また，学部間共通総合講座のうち，寄付講座

４件について，本学部教員がコーディネーターを務めてい

る。 

 大学以外の社会的組織体との連携では，リバティアカデ

ミーが主催する「明治大学・成田社会人大学」等に参加し

ている。 

現在，本学部が精力的に取り組んでいる活動は，知的

財産ポリシー及び利益相反ポリシーなど基本ポリシーの

策定と大学発ベンチャーの創出である。前者に関しては，

社会連携促進知財本部及び知的資産センターの両運営

委員会，理事会の議を経て年内の制定を目指し，後者に

関しては，駿河台校舎アカデミーコモン７階に設置された

インキュベーション施設を核に取り組んでいる。第１次利

用者募集では，書類選考・プレゼンテーション選考を通過

した５グループが 2005 年６月からこの施設の利用を開始

した。なかには，近々会社設立を目指す利用者があり，早

くもマスコミ等の注目を集めている。 
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明確化の状況  

・  発明取り扱い規

程，著作権規程等，

知的資産に関わる

権利規程の明文化

の状況  

 

８ 教員組織  

（１）学部等の教員組織  

教員組織に関する目標 

本学部の理念・教育目標の達成のためには，優秀な教員スタッフを確保することが不可欠のことである。優秀な教員

とは，ただ研究業績のみで判断されるべきではなく，教育指導への情熱及び高い人物評価を得られることが必要であ

る。そのためには，たんに専任教員を選ぶだけでなく，人材養成が重要なこととなる。いうまでもなく，教員は研究にの

み専念していればよいのではなく，同時に多くの学生と接し，有為な人材を世に送り出すためにも学生の育成は大き

な使命となっている。そこには教員と学生の双方向の関係に裏打ちされた信頼関係が必要であり，そのことへの十分

な理解を教員が持たねばならない。その意味においても教員組織の重要性は，教員相互が情報交換を不断に行い得

るような体制づくりも必要となる。以上のことを踏まえ，教員組織の充実を図るために，次のような諸点を目標としたい。

 ①教員の採用・昇格に際しての公平性と透明性の徹底。とりわけ採用に当たっては，研究業績だけではなく，教育指

導に対する適格性を重視したい。 

 ②教員が科目に張り付くのではなく，科目に教員を適切に配置するということの周知。このことは担当科目と担当教

員の整合性を明確にすることをあらためて確認する意味を含んでいる。 

 ③専任教員数と兼任教員数の適正なバランスを目指す。 
 ④専任教員の採用に当たって，年齢構成，男女比に留意した採用を目指す。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（教員組織）  

○ 学部・学科

等の理念・目的

並びに教育課

程の種類・性

格，学生数との

関係における当

該学部の教員

組織の適切性  

 

・現状  

※専任教員は，専任講師以上とする。  

 2004 年度に地域行政学科が開設され，本学部の教育理

念に沿う充実した中身が加わった。2008 年 4 月現在の専任

教員数（助手・客員教員等を除く）は 98 名であり，これは和

泉地区での基礎科目担当者 35 名，駿河台地区での専門

科目担当者 63 名であることを示している。一見すると，和泉

地区の教員の比率が高いように思われるが，和泉地区で行

われる授業はクラス別が多く，また少人数教育を目指してい

る本学部としては当然の結果と受け止めている。スチューデ

ント・レイシオをみると，１・２部併せたそれはきわめて高い。

しかし，2003 年 3 月をもって２部が募集停止された後には，

徐々にこの比率は低下している。 

 

・長所  

 現在，本学部が目指している少人数教育がある程度達成

されており，教員配置もほぼ適正なものとなっている。現行

の教員の構成比で大きな問題はないと思われる。 
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   [収容定員／専任教員数＝Student  ra t io ]  

 

  ※専任教員数に，専任助手、特任教員及び客員教員は含まない。 

年 度 専任教員数（※） 学部収容定員 Student ratio 

2008 年度 98 4280 43.67 

○大学設置基

準第 12 条との

関係における専

任教員の位置

づけの適切性

（専任教員は，

専ら自大学にお

ける教育研究に

従事している

か）  

 

○主要な授業

科目への専任

教員の配置状

況 

・現状 

本務校での教育研究に専従するために，他大学等への出

講，行政関係委員など外部組織への参画については，そ

の都度，教授会に諮り，厳正な運用を図っている。 

 

・長所 

厳正な運用が図られている。 

 

 

 

 

・現状 

 現行の６コースの主要科目は専任教員が担当し，また３・

４年生配当の演習Ｂの殆どが専任教員によっている。担当

科目と教員の配置に不適切な状態はなく，個々の教員と

履修学生との関係も良好である。 

 時代によって授業科目に対する新たなニーズが生まれる

と共に，新たな学問が成立する。本学部はそれにできるだ

け柔軟に対応している。たとえば，外国語については英語

，中国語に対するニーズが近年高まっている一方でドイツ

語，フランス語への希望者が減少している。このような状況

に対しては，専任教員を適正に配置することで対処し，現

在のところ大きな問題はないように思われる。 

 

・長所 
 担当科目と教員の配置に不適切な状態はなく，個々の

教員と履修学生との関係も良好である。たとえば，現行の６

コースの主要科目は専任教員が担当し，また３・４年生配

当の演習Ｂの殆どが専任教員によっている。 

 

 

[主要な授業科目への専任教員の配置状況]                （単位:人・%） 

開講科目数 
種類 

専任教員 兼任教員（学内） 兼任教員（学外） 
総開講科目数 

主要科目 60 4.21% 3 0.21% 5 3.93% 119 8.35%

その他 612 42.95% 275 19.30% 419 29.40% 1306 91.65%

合計 672 47.16% 278 19.51% 475 33.33% 1425 100.00%

 ※主要な授業科目とは、主として必修科目とし、その他、基幹的な専門科目を指す。 



政治経済学部 52/68 

○ 教員組織の

年齢構成の適

切性    

 

・現状 

 年齢構成の適切性は確かに学部の教育にとって重要な

事柄である。本学部では最適と言えないまでも，この数年

，専任教員の若返りが進んでおり，今後とも教員のバラン

スよい年齢構成を念頭においた採用人事に積極的に取り

組んでいきたい。なお，現状の専任教員の年齢分布は，3

0歳代10％，40歳代34％，50歳代33％，60歳代23％とな

っている。 

 
・問題点 

 専任教員の年齢構成には，30％を超えた年齢分布が

みられる。 

年齢分布のバランスをとることに努め

る。 

 

 [教員組織の年齢構成]                                      （単位：人・%） 

年代 教授 准教授 講師 合計 割合 

20 代 0 0 0 0 0%

30 代 0 3 6 9 9.2%

40 代 18 13 2 33 33.7%

50 代 24 6 1 31 31.6%

60 代 23 2 0 25 25.5%

合計 65 24 9 98 100.0%

 

 

○ 教育課程編

成の目的を具

体的に実現す

るための教員間

における連絡調

整の状況とその

妥当性  

 

・現状 

 本学部では，カリキュラム全体については，カリキュ

ラム検討委員会がカリキュラム配置の適正について審

議し，執行部の諮問を受けて随時答申する体制で臨

んでいる。また，学部全体にわたる諸問題については

和泉学級主任会議，政治学科会議，経済学科会議，

地域行政学科会議などでの審議を経て，学部教授会

で最終決定をみている。 

 

・長所 
上記の委員会，会議は適正に機能しており，問題は

ない。 

 

・  教員組織に

おける社会人の

受け入れ状況  

 

 

 

 

 

・現状 

 下記の表を参照のこと。 

2008 年度は，客員教員として，3 名の社会人を受

け入れた。 

 

・長所 

 

・問題点 
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・  教員組織に

おける外国人の

受け入れ状況  

 

・  教員組織に

おける女性教員

の占める割合 

  

・現状 

 2008 年度は，外国人専任教員は４名，兼任教員は

10 名在籍している。 

 

・現状 

 2008 年度は，女性専任教員は９名在籍している。 

 

・長所 

 専任教員の採用人事の採用にあたっては，ジェンダ

ー差別のないことを最大限配慮しており，現在の男女

教員比率に大きな問題はない。男女を問わず優れた

業績をもち，教育研究に熱心な研究者を採用していく

方針は変わらない。 

 

 ［社会人教員の状況］ 

2008 年度 採用数 在籍総数 教員数 社会人教員の％ 

社会人教員 0 0  98  0  

 

［外国人教員の状況］ 

2008 年度 採用数 在籍総数 教員数 外国人教員の％ 

外国人教員 0 4  98  4 .08  

 

［女性教員の状況］ 

2008 年度 採用数 在籍総数 教員数 外国人教員の％ 

女性教員 0 9  98  9 .18  

 

 

（教育研究支援職

員）  

○ 実験・実習を伴う

教育，外国語教育，

情報処理関連教育

等を実施するための

人的補助体制の整

備状況と人員配置

の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 情報処理関連教育は，これまで「情報科学センター」を

拠点として全学的に行われ，人的補助体制についても「情

報科学センター」の実験助手補として手当がされてきた。し

かし，2004年度からは情報基礎教育の実施主体が新設の

「情報コミュニケーション学部」の情報担当教員に移行し，

全体のプログラム調整も全学的な委員会に一任されること

となった。一方，大学全体の方針により教育の人的補助体

制が基本的にＴＡに一元化された。これにより従来までの

実験助手補制度（現職者を除く）は廃止され，ＴＡ/ＲＡの

任用規準も整備され，現在はＴＡ制度が本格的に運用さ

れている。 

 

・問題点 

 外国語，特に本学部で実施しているＡＣＥ（英語コミュニ

ケーション力育成プログラム）では，コンピュータ利用の自

学自習，演劇を利用した集団学習のために，ＴＡを相当数

 大学による学部事務員の減員

策による窓口業務やカリキュラム

実行力の低下に対する対応とし

てＴＡ/ＲＡへの動員体制を構築

する。 

 ＴＡ/ＲＡの配分時間の飛躍的

な増大が最大のポイントである。

特に理科系学部と異なり，社会

科学・人文科学系学部でのＴＡ/

ＲＡの任務形態は多様であり，そ

の性格の違いを認識した上での

ＴＡ/ＲＡの的確な運用を役職者

会等で検討する。 
 社会科学系・人文科学系学部

におけるＴＡ/ＲＡの増員，配分

時間の増大を年度計画書により

図る。 
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○ 教員と教育研究

支援職員との間の

連携・協力関係の適

切性    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  TA の制度化の状

況とその活用の適切

性  

必要とするが，ＴＡの全体数が限られているため，十分数

のＴＡを配置できていない。 

ＴＡ・短期嘱託の業務範囲が限定的なため，実際に行

われる教育業務支援に十分対応できていない。ＴＡ/ＲＡ

の業務内容の弾力化を図る業務基準細則の見直しが必

要である。現在は，ＴＡの配分時間は128時間であるため，

従来よりは弾力的な支援業務が可能となったが，一般の

授業科目でのＴＡ需要も増大傾向にあり，ＴＡ配分時間の

さらなる増加がどうしても欠かせない 

 

・現状 

 ＴＡ/ＲＡ制度の導入から日が浅いため，教員と教育研究

支援職員との連携は必ずしも十全のものだとは言えないが

，本制度の導入によって教員が本来の教育・研究業務に

専心することができる条件が整備されてきたのも事実であ

る。 

 

・問題点 

 教員が本来の教育・研究業務に専心するためには，現

行のＴＡ/ＲＡに対する時間配分が少なすぎる。 

 

・現状 

 すでに述べたように，ＴＡ制度についは2003年度から導

入された。社会科学系・人文科学系学部においては，週1

10時間から130時間程度の時間配分が行われている。 

 

・問題点 
依然として，理科系学部への配分時間と大きな差がある。

（募集・任免・昇格

等の基準・手続）  

○ 教員の募集・任

免・昇格に関する基

準・手続の内容とそ

の運用の適切性  

・  任期制等を含む，

教員の適切な流動

化を促進させるため

の措置の導入状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 2003年度に教員の任用基準の全面的改正（一般教員，

特別招聘教授，客員教授，実務家教員等を含む）が全学

的に行われた。一般の教員については，公募を原則として

採用することとなった。本学部でも2004年度以降の新規採

用教員（専任）は，一部を除いて公募で行っている。 

これについては，以下のような手続きで臨んだ。 

 ① 専任教員については，公募要領にしたがった選考を

するが，公募要領の作成に際しては，当該学科で内容に

ついての十分な吟味と意見交換をし，最終的には教授会

での了承を得る。 

 ② 公募要領は大学のホームページ及び学会，学術情

報などのホームページに掲載する。 

 ③ 応募書類の選考にあたっては，専任教員からなる人

事選考委員会を編成し，教授会での了承を得た後，応募

書類の精査（応募条件等について）を行なう。 

 ④ 書類選考の後，論文審査を行い複数の候補者を選

出し，口頭試問を経て最終的な候補者を教授会に諮り，
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・任期制等を含む，教

員の適切な流動化を

促進させるための措置

の導入状況 
 

当該人事の可否を審議する。 

 ⑤ 助手については，政治・経済・地域行政の3学科長，

一，二部教務主任，和泉一般教育主任，大学院政治経済

研究科委員長，大学院委員による論文審査と面接によっ

て候補者を選定し，教授会の議を経て決定する。 

 専任教員の採用人事について、和泉学級主任会議及

び政治学科、経済学科においてそれぞれ「人事小委員会

」が整ったことを機に、2007年度に学部全体の人事政策を

協議・検討する機関として「人事委員会」を設置し、今後予

想される事態に迅速に対応することをめざしている。 

 

・長所 

 審査にあたっては，各学科等の中に構成される選考委

員会（５名程度）で選考の上，審査委員会による審査を経

て教授会で審議・決定しており，運用は適切に行われてい

る。 

 

・現状 

 助手の任期は１年であり，実務家教員，特別招聘教授，

客員教授等についてもそれぞれ任期が存在する。 

 

・長所 
適切に運用されていると考えられる。現状で問題はない。

（教育研究活動の評

価）  

○ 教員の教育研究

活動についての評

価方法とその有効性 

 

・現状 

 専任教員の昇格人事には，教授会員のなかから当該教

員の研究分野と関連する教員３名による審査委員会が設

けられ，当該教員の研究業績を審査する。その結果は学

科会議での報告・審議の後，教授会で最終的な審査報告

及び審議がなされ決定される。 

 

・長所 
 昇格人事の審査は公正，厳格に行われており，教員の

教育研究活動についての評価について現状に問題はな

い。  

 

○ 教員選考基準に

おける教育研究能

力・実績への配慮の

適切性   

・現状 

 人事選考についての学部内規に定めた基準により選考

を行っている。学部内規の選考基準には応募者の教育能

力や実績への配慮がなされている。 

 

・長所 
 運用は適切に行われている。現状で問題はないと思わ

れる。 

 

（２）大学院研究科の教員組織  （略） 
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９ 事務組織  

事務組織に関する目標 

学部業務の円滑で効率的かつ有効な遂行を図るため，事務組織と教学組織の有機的な連携を保つこ

とが必須である。有機的な連携を保つ組織とは，ともすれば事務組織が教学組織の一部であり，職員が

教員に従属しているというステレオタイプ化した概念の意味するものとは異なる。それは,大学の構成員

たる学生に対し て は も ち ろ ん ， 法 人 に 対 し て も 大 き な 責 任 を 持 ち ,時代のニーズを的確に捉え，職

員が教員と対等の立場から意見を述べ，より専門性を有した事務組織を構築することにより機能するもの

である。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（事務組織の構成）  

○ 事務組織の構成

と人員配置  

・現状 

2007 年 9 月,事務機構の改革が行われ,各学部事

務室は新たに設置された「教務サービス部」の 1 グ

ループとなった。 

 

・長所 

従前の学部事務室の機能とほとんど差異はないが,

この改革によって和泉校舎の政治経済学部担当者

（旧和泉教務課所属）は,政治経済学部グループの

所属となり,指揮・命令系統が一本化されたことは,

学部事務を円滑に遂行するために有効に作用して

いる。 

人員構成は次のとおり。 

駿河台 10 名（事務長含む。）,嘱託職員 1 名 

和泉 3 名,嘱託職員 1 名  

 

（事務組織と教学組

織との関係）  

○ 事務組織と教学

組織との間の連携

協力関係の確立状

況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大学運営におけ

る，事務組織と教学

組識との有機的一

体性を確保させる

方途の適切性  

・現状 

 教授会や学科会議等，学部内に設置されているほぼ全

ての委員会に学部事務職員が出席し，資料作成等の補

佐的な業務を担っている。入試業務等に関しても，教員と

事務職員が良好な連携を保ちながら，適宜新たな視点か

らデータ分析・追跡調査を行っている。 

 

・長所 

 教授会をはじめ，学科会議，各種委員会に事務

職員が出席することによって，当該会議における問

題点等，現状への認識を教員と共に共有し，素早

い対応を可能にしている。 

 

・現状 

 学部教授会と学部事務室は，それぞれの独自性を保ち

つつ，基本となる相互の役割を分担し，学部の教育理念，

教育方針などでの有機的一体性を実現するために，情報

の共有化を図りながら協働している。 

 

・長所 
 学部教授会と学部事務室の連携は良好であり，さまざま

な問題に関する情報をタイムリーに提供し合いながら,理

解を共有している。 
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（事務組織の役割）  

○ 教学に関わる企

画・立案・補佐機能

を担う事務組織体

制の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学内の意思決

定・伝達システムの

中での事務組織の

役割とその活動の

適切性  

 

 

○ 国際交流等の専

門業務への事務組

織の関与の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大学運営を経営

面から支えうるよう

な事務機能の確立

状況  

・現状 

 教学に関わる企画・立案については，教授会を含む各

種委員会において，事前の準備段階から事務職員が参

画し，補佐機能を果たしている。 

 

・長所 

 教授会をはじめ，各種委員会に事務職員が参加

しているので，教員側の企画・立案（原案）の作成

段 階 で は ,提言を含む重要な役割を果たしている

。また，学内各部署からの審議依頼等に対する資

料作成，事前折衝等では事務職員が主体的に行

動し,学部業務を遂行している。 

 

 

・現状 

 日常的に学部の決定に関する情報収集や資料作成に

関わり，特に役職者会議においては，学内の意思決定・

伝達システムとしての機能を十分に果たしている。 

 

 

・現状 

 入試，国際交流，就職等については，それぞれ，大学の

所管部署が担当しているが，学部独自の領域については

，学部グループが主体となって対応している。とりわけ，各

種特別入試業務は，志願処理，試験準備，試験実施，合

否判定など，あらゆるプロセスにおいて，事務職員と教員

が緊密に連携して遂行している。国際交流については，「

国際交流委員会」が設置され，当面の目標として米国・中

国各1校と学部レベルの協定を締結し，教員・事務職員が

一体となって，学生の受け入れと送り出し及び研究者の交

流を実現することを計画している。また，就職については，

学部内に就職支援組織をつくり，キャリアデザイン講座，

企業実習，企業研究等の講座を設置し，学生のニーズに

対応している。 

 

・現状 

 学部にとってもっとも重要なことは，入学者数をいかに予

算定員に近づけるかである。換言すれば，合格者数をど

れだけ出すかの算段ということになる。そのことは，学部事

務室がどれだけ正確なデータを整理し，分析できるかとい

うことでもあり,適切に機能している。 

 

・長所 
 過年度の入学者数はいずれも予算定員に対して概ね適

正な結果を得ている。これは，教学側と事務側の的確な

判断と連携によるものである。  
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（スタッフ・ディベロ

ップメント（SD））  

○ 事務職員の研修

機会の確保の状況

とその有効性  

・  事務組織の専門

性の向上と業務の

効率化を図るため

の方途の適切性  

・現状 

 2002年度から，事務職員の新たな業務として，学

部独自の「実 習 料 （ 学 部 教 育 振 興 費 ） 予 算 」 を

管 理 ・ 運 営 し て い る 。 毎 年 度 ， 担 当 教 員 と 事

務 職 員 が 協 働 し て 実 施 結 果 を 検 証 し ， 新 た な

取 組 を 加 え な が ら ， ６ 年 が 経 過 し た 。 現 在 で は

， 「 特 色 あ る 学 部 教 育 」 と し て 位 置 づ け ら れ て

い る 。  

 

・問題点 
行事の企画・実施に当たっては，外部団体等と

の交渉・契約を含む業務に高度な専門性が求めら

れており，その業務量は多大になっている。ダブ

ル・キャスト制を敷きながらも，特定の者に業務が

集中しているのが・現状である。 

 専門的な業務処理能力を伸長

するための人材育成策が必要で

ある。また，ダブル・キャスト制を定

着させ，人事異動に伴う業務の引

継ぎが円滑に行われるよう配慮す

る。 

 

10 施設・設備等  

施設・設備に関する目標 

通常の講義形式の授業に必要とされる視聴覚設備を全教室へ配備し，2004 年から導入した語学 40 人クラスと，本

学部が力を入れている少人数ゼミ教育，多種の体育授業，マルチメディア，パソコン教育等様々な形態の授業に対応

する教室の整備を目指す。ハード面の整備だけでなく，授業が円滑かつ効率的に実施されるよう教育サポートなどソフ

ト面での充実も図る。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（施設・設備等の整

備）  

○ 大学・学部の教

育研究目的を実現

するための施設・設

備等諸条件の整備

状況の適切性    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 駿河台校舎では，リバティタワー及びアカデミーコモンの

完成によってもはや旧式の教室で授業を行う必要はなく

なった。この二つの建物では，授業の規模と性格に応じた

多様な対応が可能であり，教室，設備とも十分満足すべき

状況にある。 

和泉校舎では，和泉メディア棟が完成し，ほぼすべての

教室に視聴覚設備が施された授業環境が実現した。また

，室内プールや各種機器を備えた体育館とグランドもキャ

ンパス内に隣接し，極めて恵まれた状況にあり，７講時制

に移行したことで通常の授業で必要とする施設・設備はほ

ぼ充足されている。 

 駿河台・和泉校舎ともに最新の視聴覚設備，マルチメデ

ィア機能を備えた校舎を有していることで，多様な授業の

形式と要望に対応することが可能となっている。 

大教室の問題は，学部の教育方針で大人数教育を極

力減らす方向で，2008年度から履修者300人超の授業は

二つに分割することにした。 

 

・問題点 

 視聴覚設備のない旧式の教室

は他学部の授業との兼ね合いで

教室事情が切迫した際に緊急避

難的な使用のみに限定しているが

，移動式の視聴覚機器の用意な

ど授業のサポート体制の充実で対

応する。 

 和泉図書館は，現在，新図書館

建設委員会が設立され，本学部

の委員も積極的に検討・推進して

いる。 
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○ 教育の用に供す

る情報処理機器な

どの配備状況    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  記念施設・保存

建物の管理・活用

の状況  

 和泉校舎では500名超の大講義室が中心の第２校舎と

小教室主体の第３校舎の視聴覚設備の導入が遅れ，また

，学生数の増加によって図書館の蔵書，スペースの不足

が問題点としてあげられる。 

 

 

・現状 

 現在，ほぼ通常の授業形態には対応できる設備が整え

られているが，より新しい情報教育に対応すべく各教室に

必要な視聴覚機器の完備を計画的に整備するとともに，

教室配当の際には授業担当者には事前に要望を聞き，

必要な設備のそろった教室を優先的に割り当てている。 

 本学部の重点プログラムの一つである特別英語コース「

英語コミュニケーション養成プログラム」（Advanced Comm

unicative English，通称ＡＣＥ）と，このＡＣＥの方法を学部

全体に及ぼす「リヴィング・カリキュラム」構想には自習シス

テムが不可欠である。本学部英語教員により「政治経済学

部の英語教育」のための学部独自の学習ソフトが開発さ

れ，試験段階も終了した。学部ではこのシステムに対応し

た教室の整備を推進し，自習システム充実のためにＣＡＬ

Ｌシステム導入も実現した。 

 本学の独自の教育情報システムである「Ｏh-o! Ｍeijiシ

ステム」について，本学部でも教員が責任者となって教育

への積極的な活用に力を注ぎ，そのための機材やサポー

ト体制充実に心がけている。 

 

・問題点 

実際上の運用はTA等に負うところが大きい。 

 

 

・現状 

 教育環境の整備のためにキャンパスの再開発が

急がれてはいるが，その際，樹木の移築や記念物

の保存，建設などにより，キャンパスの景観など可

能な限り配慮している。 

 

・長所 
現在のところ，大きな問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 授業での担当教員の新しい試み

に即応するハード面の一層の整

備と「Ｏh-o! Ｍeijiシステム」や「リ

ヴィング・カリキュラム」などのソフト

面でのさらなる理解，普及と，効率

的な運用を実現するために，本学

部のＴＡ等により教育支援，サポ

ートの充実に努力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（先端的な設備・装

置）  

・  先端的な教育研

究や基礎的研究へ

の装備面の整備の

適切性  

・  先端的教育の用

に供する機械・設備

の整備・利用の際

・現状  

 

・長所  

 

・問題点  
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の，他の大学共同

利用機関，附置研

究所等との連携関

係の適切性  

（キャンパス・アメニ

ティ等）  

○ キャンパス・アメ

ニティの形成・支援

のための体制の確

立状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「学生のための

生活の場」の整備

状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大学周辺の「環境」

への配慮の状況 
 

・現状 

 福利厚生施設については，学生食堂・売店を充実させ

るとともに，学生のサークル活動に部室を提供するなど，

セミナーハウスの拡充など課外授業にも積極的に協力・

支援している。和泉校舎では新たな７講時制の導入によ

って事務体制や図書館，学食の利用時間の延長が求め

られる。 

 

・問題点 

 和泉校舎では７講時体制が導入され，それに伴う事務

室体制や図書館，学食の利用時間の延長が求められる。

また，駿河台校舎研究棟７階の本学部資料センター室の

環境整備，たとえば購入図書・交換図書，新聞雑誌の開

架式収納棚の増設などが必要である。 

 

・現状 

 駿河台・和泉地区とも学生が利用する食堂，学生ラウン

ジ，休憩用のベンチ，リフレッシュ・コーナーなどが適宜配

置され，分煙も徹底されている。アカデミーコモンや和泉メ

ディア棟など新校舎建設では，学生ラウンジ等の学生の

共用スペースの確保にも可能な限り留意している。 

 

・問題点 

 学生にとってキャンパスの魅力の一つである学生食堂も

施設は整っているもののメニューに対する不満の声は依

然として聞かれる。 

 

・現状 

 駿河台校舎では，リバティタワー，図書館及び研究棟の

環境マネジメントシステムについてISO14001の認証を取

得し，その後も学部の専門委員がイニシアチブを取り，環

境とリサイクルへの意識向上の努力が積極的に続けられ

ている。アカデミーコモンの建設の際にもリバティタワー同

様，可能な限り市民への公開空き地の確保と歩道の拡充

，樹木の植栽などでキャンパスの美化に努めている。 

 和泉校舎では和泉メディア棟の建設に際して建設場所

，高さなどで地元住民への配慮を重視した。また，従来，

京王線明大前駅から和泉校舎までの道幅が極めて狭く，

学生の登下校時のピーク時には一般市民に非常な迷惑

をかけていたが，世田谷区，杉並区により「明大通り」の道

幅拡充と歩道橋が整備された。大学でも通行のピーク時

には係員を出し円滑な通行のための交通整理と歩き煙草

 今後とも大学との協力のもと，本

学部として所轄委員会などで積極

的に推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学生部が主体となり，学生への

アンケートや学生による他大学の

学生食堂の見学等を実施している

が，本学部でも学生の意見を積極

的に聞くなど，より一層快適なキャ

ンパス作りをめざして資料と情報

の収集に努める。 

 

 

 

 

 
 大学と地域とのより一層の協力

が不可欠であるとともに，大学周

辺のバリアフリー等，個別の要望

については周辺住民とも協力し

て，適宜所轄官庁に対して要望を

出している。今後とも，学部学生，

教職員のメンタル面での環境意識

向上への努力を続けていく。 
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を禁ずるなど学生のマナー向上に心がけ，明大前の広場

には時計塔を寄付して地元商店街との共存を心がけてい

る。大学のこのような取り組みには本学部でも積極的に支

援している。 

 

・問題点 
 和泉校舎では駅と校舎の間に甲州街道があり，歩道橋

を渡らねばならないが，エレベーターの設置など障害者

や高齢者に向けた配慮が必要である。 

（利用上の配慮）  

○ 施設・設備面に

おける障がい者へ

の配慮の状況  

・現状 

 駿河台地区リバティタワー及びアカデミーコモン，和泉

校舎第１校舎，体育館等の比較的新しい施設は床面のバ

リアフリー化をはじめ，エレベーター，洗面所も障害者対

応となっており，当該学生のため本学部でも教室割などを

十分配慮し，補助器具を用意するなど適切なサポートを

心がけている。 

 

 当該学生の必要と要望に応じた

適切な対応を本学部としても今後

も続けていく。 
 

（組織・管理体制）  

○ 施設・設備等を

維持・管理するため

の責任体制の確立

状況  

 

 

○ 施設・設備の衛

生・安全を確保する

ためのシステムの整

備状況  

・現状 

 本学部としても和泉校舎７講時制の導入後の夜間授業

時間帯への配慮に心がけているが，大学全体の取り組み

が必要である。また，最終時限終了時までの十分な配慮

を検討している。 

 

・現状 
 大学全体の取り組みとして，安全面では夜間を含め常

時，警備員を配置し，事故など対して迅速かつ適切に対

応できる体制を取っている。また，不測の事態に備え，関

係連絡先を学部教員，学生に周知させている。このほか

校舎の清掃やゴミ回収など環境衛生保全のため，担当者

も常駐し，概ね必要と思われる衛生，安全は確保されてい

る。 

 

 

11 図書および電子媒体等  

 図書及び電子媒体等に関する目標 

政治経済学部の研究教育の観念から，その教育・研究に入用な各種図書，学術雑誌，視聴覚資料等

の収集・購入をすすめ，かつ学術情報の収集を推進することによって，国内外の研究機関との連携をよ

り強固なものとし，あわせて共同研究の進展を図ることを目的としている。このことを実現するために，資

料の収集と整備を充実させる。  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（図書，図書館の整

備）  

○ 図書，学術雑

誌，視聴覚資料，そ

の他教育研究上必

要な資料の体系的

・現状 

 政治学・経済学・地域行政学・社会学・国際文化研究等

，多彩な学問・研究分野を包摂している政治経済学部で

は，それぞれの専門分野に応じて体系的に研究図書・資

料を購入している。また，学部に設置されている共同研究

 

 研究と資料利用の面から，

体系的・計画的な整備を目指

す。そのためにも図書費の適

切な配分と増額を年度計画書
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整備とその量的整

備の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 図書館の規模，

開館時間，閲覧室

の座席数，情報検

索設備や視聴覚機

器の配備等，利用

環境の整備状況と

その適切性  

資料室でも全国の大学刊行の研究雑誌を定期的に購入

し，研究に資している。 

 

・問題点 

 財政難を理由とした図書購入費の削減は上記の体系的

・計画的に行われてきた図書購入を損なうものであり，研

究に支障をきたしている。 

 

 

・現状 

 中央図書館の施設規模は手狭であるが，機器・

備品類等は充実している。 

座席数はほぼ基準を満たしており，開館時間も二部授

業終了時まで担っており問題はない。また中央図書館・生

田図書館では休日開館をしており，卒業生の利用も可能

となっている。 

 

・長所 

 図書館ネットワークについては「山手線コンソーシアム」

によって，加盟大学図書館蔵書の貸し出し・閲覧が出来，

教員，学生の研究に役立っている。 

 

・問題点 

 和泉・生田・駿河台の3地区の図書館に施設的な

差がある。とくに和泉図書館の再生が強く望まれる

。 
 閲覧スペースが手狭であり，和泉図書館では休日開館

していない。 

により求めていきたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 和泉新図書館の新設にあたり，

学部としての要求を明確にし，年

度計画書に従い改善する。 

（情報インフラ）  

○ 学術情報の処

理・提供システムの

整備状況，国内外

の他大学との協力

の状況    

○ 学術資料の記

録・保管のための配

慮の適切性  

資料の保存スペー

スの狭隘化に伴う

集中文献管理セン

ター（例えば，保存

図書館など）の整備

状況や電子化の状

況  

・現状 

 図書館システムを介して各種の外部学術データ

ベースや書誌データベースに学生，教職員が常に

アクセスできる状態が保持されている。 

 図書館における「学術成果リポジトリ」導入に伴い当学

部の『政経論叢』及び『政経論叢別冊総目次』をリポジトリ

対象雑誌として提供した。 

 

・問題点 

 外部学術データベースの拡充が急務である。 

 
学部としての情報 ア ク セ ス 体

制 の さ ら な る 構 築 を 目 指 し

て お り ， そ の た め に も 利 用

で き る デ ー タ ベ ー ス の 量 を

増 加 す る よ う に 図 書 館 に 要

望 し た い 。  

 

12 管理運営  
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管理運営に関する目標 

本項目の目的・目標は学部の意思決定手続き，それに基づく学部の運営のあり方を点検することである。そのイニ

シアティブをとるのが教授会である。それはまた，教授会が学部意思決定の最高機関であることを意味している。大学

に対する期待は多様であり，また要望も多岐にわたっている。それらを如何に汲み取るかは，個々の教員の裁量であ

るにしても，学部の意思を決定する決議機関としての教授会の責務は重い。また，その決定は学部の範囲を超え，学

部と大学の意思決定機関との連携及び両者の役割分担はますます重要となる。大学に課せられた管理運営の重さの

所以もそこにある。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（教授会，研究科委

員会）  

○ 教授会の役割と

その活動の適切性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学部教授会と学

部長との間の連携

協力関係および機

能分担の適切性    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 政治経済学部の管理運営はすべて教授会の審議・決定

を経て実施されている。当然，カリキュラム改革や専任・兼

任教員の採用，入試判定，学生の進級・卒業判定といっ

た重要な審議事項は，教授会をもって最終議決機関とし

ている。教員人事については専任の採用・昇格は全出席

者の無記名投票で，兼任教員の採用は挙手によってそれ

ぞれ厳正に行われている。これらの運営は，学則及び学

部教授会規程に明確に基づいている。これらの教授会決

定事項は学部長会で承認を受け，教学の意思とされる。 

 

・問題点 

 半期履修制導入，７講時制への移行等，さまざまな制度

改革の変更，あるいは審議すべき課題が山積している現

在，委員会の数も多数に及び，出席する委員の時間調整

が困難な状況となっている。また，教授会での審議事項も

多く，所要時間が漸増傾向にある。 

 

 

・現状 

 学部長は２年に一度，教授会における選挙で民主的に

選出されている。また，学部長の下に政治・経済・地域行

政の３学科長，一般教育主任，教務主任（３名），経済学

科和泉主任，学生部委員からなる役職会が組織され，学

部運営にあたっている。役職者会での慎重な審議を踏ま

え，学部長と教授会は相互の意思を尊重しあっており，ど

ちらか一方による独断専行は起こりえない制度的仕組み

となっている。いうまでもなく，学部長と教授会との機能分

担は学部教授会規程で明確にされており，役職者会との

連携によって学部運営がなされている。当然のことながら

，教授会員の発言の自由は十分に保障されている。今後

ともこれまで築き上げてきた民主的な教授会運営の手法

が踏襲されることが望まれる。 

 

・長所 

 学部教授会と学長との意思統一，機能分担は適正且つ

有効に機能している。また，それに伴って役職者会の機

能も十分に果たしている。 

 各種委員会を緊急性に応じて委

員構成を再編し，委員会を整理す

るべく検討している。また，教授会

での迅速かつ効率的な議事進行

を果たすために，報告了承事項に

ついては一括して報告し，一括し

て了承を得る方式がとられ，時間

短縮が図られるようになった。それ

でも２時間を超えることが珍しくな

い。冗長にならない工夫の余地は

まだあるように思われる。 
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○ 学部教授会と評

議会，大学協議会

（学部長会）などの

全学的審議機関間

の連携及び役割分

担の適切性    

○ 研究科委員会等

と学部教授会間の

相互関係の適切性  

・現状 

 連合教授会は教学側の全学的審議機関であるが，そこ

での議題は学長選出などの人事を除き，すべて各学部教

授会の議を経たものである。また，学部長会での審議・報

告事項については学部長が，教務部委員会での審議・報

告事項については教務主任が，それぞれ教授会で説明し

ている。なお，審議を必要とする事項であれば逐一教授

会の議を経て決議される。 

 

・長所 
 上記の手続きを踏むことにより，両者の連携・役割分担

は適切に行われている。 

（学部長等の権限と

選任手続）  

○ 選任手続の適切

性，妥当性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 権限の内容とそ

の行使の適切性  

 

○補佐体制の構成

と活動の適切性  

・現状 

 政治経済学部学部長選任については，教授会員（教授

，准教授，専任講師から構成される）による単記・無記名

投票によって，有効投票数の過半数の票を得た者が学部

長候補者となり，理事会に推薦される。学部長の任期は２

年であるが再任を妨げない。なお，学部長候補者の選出

過程をさらに透明化・民主化するために，2002年度に設

置された「学部長選挙制度検討委員会」の答申が2003年

12月に教授会で承認された。それに基づき，2004年７月

の学部長選挙より，予備投票による上位３名の者が候補

者として所信表明を行い，その後の本投票によって有効

投票数の過半数を得た者を学部長候補者として選出する

こととした。 

 

・現状 

 学部教員に関するすべての事項は，学部長と学部長の

下におかれる役職者会（学部長，３学科長，一般教育主

任，教務主任３名，経済学科和泉主任，学生部委員２名

で構成）によって適切に処理されている。 

 

・長所 
 学部長権限の内容とその行使については，適切に行わ

れている。 

 

（意思決定）  

○意思決定プロセ

スの確立状況とそ

の運用の適切性  

・現状 

 学則，連合教授会規則，学部教授会規程により，

意思決定プロセ ス は 明 文 化 さ れ て い る 。 学 長 方

針 ， 中 長 期 計 画 は 「 学 長 室 だ よ り 」 「 明 治 大 学

広 報 」 な ど に よ り 随 時 明 示 さ れ る 。 議 事 録 の 公

開 は 行 わ れ て い な い 。 緊 急 時 に お け る 意 思 決

定 は ， 学 長 →三部長→各部署という指揮命令系

統が整備されている。 

 

・問題点 
 全学的な意思決定プロセスについての教職員の

 議事録の公開等審議のプロ

セスは公開されるべきである。

全学的な意思決定プロセスを

教職員に周知する工夫が凝ら

さ れ る べ き で あ る 。  
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理解には，まだ温度差があると言わざるを得ない。

意思決定システムに学外有識者が関与するルート

は開かれていない。 

（管理運営への学

外有識者の関与）  

・  管理運営に対す

る学外有識者の関

与の状況とその有

効性  

・現状 

 有識者として理事会は学外理事を複数迎えいれ

ている。 

 

・問題点 
 大学の管理運営に対して学外有識者が関与する

ルートはない。  

そのル ー ト を 開 拓 す る 特

段 の 緊 急 性 は 認 め ら れ な

い 。  

（法令遵守等）  

○ 関連法令等およ

び学内規定の遵守  

○ 個人情報の保護

や不正行為の防止

等に関する取り組

みや制度，審査体

制の整備状況  

・現状  

大学・学部運営に関する法令と適合した学内規定を遵守

した学部運営がなされている。 

 

 

13 財務  

 財務に関する目標 

本項目の目的・目標は，学部の財政状況，とりわけ独自財源の開拓とその活用実態について明らかに

することである。また，学部の予算の組み方およびそのチェック体制も，透明性の確保や教授会による統

制という 観 点 か ら 顧 み ら れ る 。   

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（中・長期的な財務

計画）  

○ 中・長期的な財

務計画の策定およ

びその内容  

・現状 
 実習料および教育振興費は，「学部アイデンティ

ティの再確認と学部独自の教育活動の充実・振興」

と掲げられた政治経済学部の長期・中期計画書の

実現の財政基盤に位置づけられている。 

 上記の計画を着実に実現し

ていくことが，政治経済学部学

生父母に実習料負担をお願

いする説明の根拠である。もし

この計画が頓挫した場合は返

上する覚悟で推進してい か な

け れ ば な ら な い 。  

（教育研究と財政）  

○ 教育研究目的・

目標を具体的に実

現する上で必要な

財政基盤（もしくは

配分予算）の確立

状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

 政治経済学部では2002年度入学生から，各年度に学費

の中に「実習料（学部教育振興費）」として１万円の費目を

設けて，その納付を受けている。これは特色ある学部教育

のために充てられる政治経済学部独自のものであり，政

治経済学部学生への還元を前提とした出版事業やTOIE

Cへの学部生全員受験の制度化，各種インターンシップ

事業として運用されている。同様の学部独自予算として，2

002年度よりセンター入試参加の見返りとして配分されて

いる「教育振興費」も，学部学生の顕彰や記念講演，公開

講座開催など原資として用いられている。さらに，政治経

済学部創立100周年を記念した募金事業が学部教員およ

び卒業生を対象に行われている。これにより集められた浄

事業の学部学生への還元につ

いて，有効かつ適正になされてい

るかチェックの恒常化を図る。 
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・  教育・研究の十

全な遂行と財政確

保の両立を図るた

めの制度・仕組み

の整備状況  

財は，100周年記念事業費および教員の研究費に充てら

れる。 

 
・問題点 

 政治経済学部学生全員から毎年度１万円ずつ徴収する

「実習料」の導入によって，政治経済学部の独自予算の

財政基盤は飛躍的に高まった。これをいかに有効に活用

して，学生に還元するかが大きな課題となっている。 

 

・現状 
上記のとおり，実習料，教育振興費，および学部

創立 100 周年記念募金事業により教育・研究の十

全な遂行と財源確保のめどは立っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これら学部独自の予算を毎

年度有益に実行していくため

に，その使途につき惰性に陥

らないよう不断の見直しを行う

べきである。 
 

（予算編成と執行）  

○ 予算編成の適切

化と執行ルールの

明確化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  予算執行に伴う

効果を分析・検証

する仕組みの導入

状況  

・現状 

 「実習料（学部教育振興費）」および「教育振興費

」の執行状況については，前項と同様に，毎年度

教授会に報告し承認を得ている。 

 

・問題点 

 「実習料」については，実際の「実習」に用いられ

ていないという指摘が教授会でなされたが，これは

費目として全学統一的な名称である「実習料」とい

う名称を形式的に用いられたことによる用語上の混

乱であり，実際には「学部教育振興費」として運用

されている。このことについて，現在は教授会員の

共通の理解を得ている。 

 

・現状 
前項の報告に基づき，教授会での慎重審議によ

って，効果などを検証している。 

 

（財務監査）  

○ 監事監査，会計

監査，内部監査機

能の確立と連携  

・現状 公認会計士による会計監査が定期的に行わ

れており，配布予算の執行状況，予算管理等につ

いて説明している。 

 
・長所 それぞれの監査は独立して行われており，

適切な監査が実施されている。 

 

 

14 自己点検・評価  

 自己点検・評価に関する目標 

教育・研究水準を維持・向上させるために，組織や活動についての点検・評価を不断に行い，問題点を改善してい
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くことを目的とする。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（自己点検・評価）  

○ 自己点検・評価

を恒常的に行うため

の制度システムの

内容とその活動上

の有効性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自己点検・評価

の結果を基礎に，

将来の充実に向け

た改善・改革を行う

ための制度システム

の内容とその活動

上の有効性  

・現状 

 昨年度，それまで役職者がほとんどを占めていた自己点

検・評価委員会のメンバー構成を，役職者以外の教授会

員数名を加え，あらたな委員会としてスタートした。また，

報告書作成時には，委員以外にも適宜，テーマに応じて

教授会員に執筆を要請する体制をつくった。いうまでもな

く，今回の委員会改編は単にその量的な拡大を図るだけ

でなく，自己点検・評価の個々の項目により相応しい委員

を増強することによって，報告書の質的な向上を目指した

ものである。 

 このように当該委員会の構成は，大学全体及び学部の

実情に通じた学部役職者に加え，さまざまな項目に通暁

している専門性の強い教員で構成されおり，広い視野とバ

ランスのとれた自己点検・評価ができている。 

 

・問題点 作成に係わる一部教員に過剰な負担がかか

る。 

 

・現状 

 本学部における「自己点検・評価報告書」の作成は，①

記載内容について十分に吟味されているか，②報告書に

記載されている諸事項がどれだけ実施されたか，何が実

施されなかったか，また，その理由はといったことがどれほ

ど検証されたかをもとにして毎年，その内容を検討し，そ

れに応じて新たな加筆・訂正をほどこし記述している。そ

れがこの自己点検・評価を単なるセレモニーとしての作業

に終わらせないための学部としての姿勢である。 

 

・問題点 

 自己点検･評価の結果に基づいた是正・改善等を学部

教授会あるいは各種委員会に勧告する権限をもった「委

員会」設置の必要性を検討することが望ましい。 

 

「自己点検・評価報告書」作成に

あたっては，一部の教員に過剰な

負担がかからないようにすることが

望ましい。しかし，一方で，より多く

の教員に自己点検・評価の重要

性を認識してもらうとともに，教育

研究の質の向上を目的とする種々

の施策に積極的かつ主体的にか

かわる気運を醸成してゆく方途の

検討を始める。自己点検・評価の

制度的な確立までにはまだ時間

が必要であるが，その活動上の有

効性を確認しながら模索を続けて

いかなければならない。 

 

 

 

 

 左記のような一定の提言・勧告

機能を備えたあらたな委員会の設

置が望まれる。さらに，そうした提

言・勧告に基づいて実際に改善・

改革が行われたかどうかをチェック

するシステムの確立も今後，必要

である。 

（自己点検・評価に

対する学外者によ

る検証）  

○ 自己点検・評価

結果の客観性・妥

当性を確保するた

めの措置の適切性  

・  外部評価を行う

際の，外部評価者

の選任手続の適切

性  

・  外部評価結果の

活用状況  

・現状 
 2007 年度は，大学基準協会による認証評価を受け，適

合の認定を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状 

大学認証評価結果（助言・指摘事項）に対し，明

確かつ具体的な改善結果を示し，研究科の改善・改

革に役立てるためにアクションプラン（3ヵ年計画）

を策定した。 

 今後，自己点検・評価結果の客

観性・妥当性を確保するために，

学外者によるなんらかの検証シス

テムを導入すべきであろう。 

（大学に対する社会

的評価等）  
・現状 
 検証のための委員会等を立ち上げてはいない。しかし，
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・  大学・学部・大学

院研究科の社会的

評価の活用状況  

・  自大学の特色や

「活力」の検証状況  

常に，新聞記事，週刊誌，予備校，受験雑誌等の情報は

チェックしているほか，卒業生を招いて本学部の評価等を

聞いている。 

（大学に対する指摘

事項および勧告な

どに対する対応）  

○ 文部科学省から

の指摘事項および

大学基準協会から

の勧告などに対す

る対応  

・現状 

本学に対する文部科学省からの指摘事項及び大学基

準協会からの勧告等があった場合は，自己点検・評価全

学委員会を対外的な窓口として，学部等自己点検・評価

委員会で対応することになっている。 

 

 

 

15 情報公開･説明責任  

 情報公開・説明責任に関する目標 

説明責任の履行を適切に実行することを目的とする。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（財政公開）  

○ 財政公開の状況

とその内容・方法の

適切性  

・現状 

 大学の財務状況については，毎年度，その予算

と決 算 が 『 明 治 大 学 広 報 』 に 公 開 さ れ ， 教 職 員

， 学 生 ， 校 友 へ の 周 知 を 図 っ て い る 。  

 

（情報公開請求へ

の対応）  

○ 情報公開請求へ

の状況対応とその

適切性  

・現状  

 外部から要求があった場合，学部として公開可能

なものについては対応している。 

 

 

（点検・評価結果の

発信）  

○ 自己点検・評価

結果の学内外への

発信状況とその適

切性     

 

 

 

 

○ 外部評価結果の

学内外への発信状

況とその適切性    

・現状 

毎年度，『自己点検・評価報告書』を発行し，学内の関

係部署に配布している。また、毎年度，大学ホームページ

上に「大学評価」として評価結果を公開している。2005 年

度報告書からウェブ上で公開している。 

 
・問題点 

 適切な発信状況を検討することが必要である。 

 

 

・現状 

 2007 年度は，大学基準協会による認証評価を受け，適

合の認定を受けた。その結果はホームページで公開して

いる。 

 

相当に分厚いものなので，自己点

検・評価委員会で要約版を作成

する。 
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